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経営と
インクルージョン

［特集］

本誌編集／入倉由理子

真のインクルージョンを実装できるのか。こ
の問いを携えて、インクルージョンを改めて
捉え直したいと思います。
　Section1では、CSRやSDGsといった社
会的文脈で語られてきたインクルージョン
を、企業経営のなかでどのように再定義でき
るのかを検討します。続くSection2では、
インクルージョンを組織で実装していくため
に何が必要なのかを探ります。インクルー
ジョンと混同されがちな概念の整理、インク
ルーシブリーダーシップの実像、そして組織
でそれを起動させるための具体的な取り組み
について、専門家の知見、企業の実践から解
き明かしていきます。
　取材を通じて見えてきたのは、インクルー
ジョンは単なる「優しさ」や「温かさ」だ
けでは成立しないという事実です。組織に
は明確なフレームが、リーダーには覚悟が、
個人には責任が求められます。それでもな
お、この概念を探求する価値があるのは、
組織と社会の未来を形づくる可能性がある
からです。本特集を、読者の皆さんととも
にその可能性を探索する旅の出発点とした
いと思います。

　企業価値向上の文脈において、ダイバーシ
ティ＆インクルージョン（D&I）、さらにエク
イティ、ビロンギングを含むDEIBの重要性
は広く認識されるようになりました。多くの
企業の統合報告書には、インクルージョンに
関する取り組みが例外なく記されています。
　一方で今、「インクルージョン」というも
のが、大きく揺れ動いています。世界に目を
向ければ、保守主義の台頭などを背景に、あ
る属性、価値観や信条を共有する人々の間で
は「内側の結束」が強まる一方で、その外側
に置かれる人々も生まれています。つまり、
ある集団にとっては極めてインクルーシブで
あっても、別の人々にとっては排除の構造と
なり得るのです。ここから浮かび上がるのは、
「同質性による結束」と「真のインクルージョ
ン」は何が違うのか、という問いです。
　企業におけるD&Iへの最大の期待として
語られるのは、「イノベーション」であるこ
とは言うまでもありません。しかし、現代の
組織のインクルージョンが、実は同質性の高
いものとなってしまっているならば、その期
待には応えられていないのではないか。これ
が本特集の出発点です。経営におけるインク
ルージョンとはどうあるべきか。どうすれば

「同質性による結束」と
「真のインクルージョン」は何が違うのか

はじめに
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　近年、「インクルージョン」という言葉を聞か

ない日はありません。ダイバーシティ＆インク

ルージョンは、人事やサステナビリティの文脈に

とどまらず、経営の重要テーマとして語られるよ

うになってきました。

　ただ、その一方で、「私たちは何のためにイン

クルージョンを語っているのか」が、必ずしも明

確にされていないと思うのです。

　日本でこれまで語られてきたインクルージョン

の多くは、人権や差別是正といった社会的要請を

起点にしています。その議論がCSRやSDGsと

いった枠組みを通じて社会運動として日本に導

入され、「ダイバーシティ＆インクルージョン」

「DE&I」という言葉が定着しました。それ自体は

極めて重要ですし、企業が果たすべき責任にほか

なりません。ただ、経営の文脈においては、それ

だけでは十分ではないのです。

　本来、経営とは価値を創り続ける営みです。で

あるならば、インクルージョンもまた、倫理的・

規範的な社会正義としての要請を超えて、価値創

造とどのようにつながるのかという視点から再定

義されなければなりません。経営が何を目指し、

そのためにインクルージョンがどのような役割を

果たすのか。インクルージョンを経営のアジェン

ダとして明確に設定し直す必要があるのです。

　多くの企業のD&I施策は、多様な属性の人材

を揃えることにとどまっています。女性管理職を

何割にしますといった目標設定が典型例で、それ

がどのように価値創造につながるのかを十分に示

せていないことが多いのではないでしょうか。

　経営におけるインクルージョンとは、多様な、

時に異質な視点が交わり、摩擦や葛藤を経ながら

も、最終的にはより質の高い判断と行動にたどり

着き新たな価値が創造される、そのプロセスを意

図的に経営に組み込むことです。インクルージョ

ンは、社会正義としての要請からは目的となり得

ても、企業が本来果たすべき役割から眺めたとき

にはあくまで手段なのです。この視点を欠いたま

までは、インクルージョンは「正しさ」の表明に

とどまり、経営の実践には落ちてゆきません。

個の可能性に賭ける覚悟を持ち 
遠心力と求心力を機能させる

　私がこのような文脈でインクルージョンを捉え

る背景には、近年のステークホルダー・キャピタ

リズムをめぐる議論があります。

Text=入倉由理子　Photo=今村拓馬

多くの企業でインクルージョンの重要性が語られる一方、
その意味や射程は必ずしも明確ではない。
ここでは、グローバル経営、経営学、人的資本経営の視点から、
企業が取り組むべきインクルージョンの本質を探る。

Section

1
経営における
インクルージョンとは何か

価値創造という視点から、
多様な個を包摂する挑戦を捉え直す
人権や配慮の文脈で語られがちなインクルージョンは、
経営のアジェンダとしてどのように位置づけられるべきなのか。
価値創造や意思決定と、インクルージョンはどのようにつながるのか。
次世代を担うグローバルリーダー育成に取り組む
大学院大学至善館学長の野田智義氏に問う。

Interview

野
田
智
義
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　私が尊敬するヴァージニア大学のエドワード・

フリーマン教授は、株主主権が根強いアメリカに

おいて、1980年代後半からステークホルダー理

論を孤高に提唱してきました。その主張は、企業

活動はさまざまなステークホルダーの協働や相互

依存関係によって成り立っているものであり、ガ

バナンスや意思決定には当然ながら、株主以外も

関与すべきであるというもので、倫理的、規範的

なアプローチです。これに対して、戦略経営論に

おいて近時理論展開が進むニュー・ステークホル

ダー・セオリーの論者たちは、価値創造の観点か

ら、ステークホルダーアプローチこそが現代の資

本主義に適合していると主張します。この後者の

議論が、ここでの経営上のインクルージョンと関

連しています。

　かつて企業は、予測可能なリスクを前提に、得

られた利益を株主に分配する存在でした。大航海

時代の東インド会社はまさにこうした役割を担っ

ていました。しかし現代は、「ラディカル・アン

サーテンティ」── 何が起こるかわからず、予測

も保険も通用しない時代です。このような不確実

性のなかで、多様なステークホルダーと信頼関係

を築き、協働しながら試行錯誤を重ね、イノベー

ションや価値を中長期にわたって創出する。その

プロセスそのものに、企業活動の本質があるので

す。価値には株主価値を超えて、人的・社会関係・

自然資本も含みます。ならば、多様な人々がいか

にそのプロセスに参加できるかに取り組むインク

ルージョンは、企業経営における極めて重要な手

段になるといえるでしょう。

　また、個と組織の関係が大きく変わってきてい

るという点も、手段としてのインクルージョンを

重視すべき理由の１つです。

　従来は、組織が価値を生み、個はその一部とし

て機能する存在という色合いが強かったと思いま

す。しかし現在、価値創造の源泉は明らかに「個」

へと移っています。専門性を持つ個、異なる経験

を持つ個、自律的に考え行動できる個。そうした

存在が新しい価値を生み出しています。

　だからこそ、個、とりわけ多様で時に異質な個

を排除せず、組織の内側に取り込み、力を発揮し

てもらう必要がある。現代的な経営においては、

「個の可能性に賭ける」という哲学が前提であり、

その力を最大限に引き出すための概念がインク

ルージョンなのです。

　そのうえで、真のインクルージョンを成立させ

るためには、「遠心力」と「求心力」を同時に機

能させる必要があります。遠心力とは、個に権限

を与え、自律的に判断し、力を発揮してもらうこ

と。求心力とは、それらの個をパーパスやミッショ

ン、バリューといった企業ならではの哲学によっ

て束ね、組織としての方向性を保つことです。そ

のために、やってはならないことは何か、どこま

で自分で決めてよいのか、どこまでが自己責任な

のか。その範囲を明確にする必要があります。

インクルージョンとは 
権限と責任の力の配分の設計だ

　経営におけるインクルージョンの重要性がいち

ばんわかりやすいのが、グローバル文脈です。企

業の海外法人、とりわけ現地のスタッフから寄せ

られる声には、「本社の意思決定が見えない」「自

分たちの声が反映されない」というものが多数あ

ります。これは経営設計そのものの問題です。

　日本の本社は、多くの場合ハイコンテクストで

大学院大学至善館 学長
アイ・エス・エル（ISL）ファウンダー（創設者）

野田智義氏

東京大学法学部卒業後、日本興業銀行入行。マサ
チューセッツ工科大学（MIT）スローンスクールより経営学
修 士 号（MBA）、ハーバード大 学より経 営 学 博 士 号

（DBA）取得。ロンドン大学ビジネススクール助教授、イン
シアード（フランス、シンガポール）助教授などを経て帰国。
2001年7月、全人格経営リーダーシップ教育機関アイ・
エス・エル（ISL、Institute for Strategic Leadership）
を創設。2018年にグローバルなビジネススクール至善館
を開学。近著に『コンテクスト・マネジメント― 個を活かし、
経営の質を高める』（光文社）がある。

経
営
に
お
け
る
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ン
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ョ
ン
と
は
何
か

1
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動いています。どこまでやってよいのか、どこか

らが越えてはいけないのか。長年同じ組織にいる

人同士で共有されている暗黙の了解は、グローバ

ルの現場では通用しません。

　何をグローバルで統合し、何を現地に任せるの

か。戦略の方向性や価値観、倫理の基準は共有す

る。一方で、市場に近い判断や顧客に向き合う意

思決定は、できる限り現地に委ねる。その線引き

を言語化し、繰り返し確認することが不可欠です。

　統合を強めすぎれば現地は実行部隊にとどま

り、分権を進めすぎれば組織は分断される。だか

らこそ、遠心力と求心力のマネジメントが不可欠

です。経営におけるインクルージョンを突き詰め

れば、誰が意思決定と価値創造に参画できるのか、

誰が最終的に決め、責任を負うのか、権限と責任

の力の配分を設計することなのですが、グローバ

ル文脈では、この問題が鮮明に表れるのです。

インクルージョンの根底に流れる 
「思いを馳せる力」

　私はこれまで、目的としてではない手段として

 「インクルージョンとはそもそも、社会学の社会

保障制度を検討する分野で多く取り上げられてき

た概念です」と、船越氏は説明する。戦後間もな

くの社会保障は、戦争による生活困窮の補償とい

う意味合いが強かった＊１。しかし時代が変わり、

単身高齢者、シングルマザー、若年非正規労働者

といった人々への支援が重要となり、ソーシャル

インクルージョンの概念が着目された。社会学に

おけるインクルージョンは、社会的に孤立しそう

なグループ、個人への支援を示している。 

　これに対して経営におけるインクルージョンの

概念は、1990年代からダイバーシティ研究のな

のインクルージョンの重要性をお話ししてきまし

た。しかし、両者には共通に不可欠となるものが

あるのです。それは、「いかに相手の立場に立つ

ことができるか」という挑戦です。

　今でも時折出くわすのが、グローバル経営会

議のあとの懇談会といった場で、日本人だけが集

まって日本語で日本人しかわからない内容の会話

をするといった風景です。外国籍の幹部や社員た

ちは、取り残されています。そこには、語学の問

題だけでは片付けられない、人々を疎外してもそ

れをなんとも思わない無神経さがあります。それ

は、自分が疎外された経験を持たないがゆえのマ

ジョリティとしての鈍感さであり、女性や障がい

のある人々の排斥の根底にもあるものです。

　権限と責任の力の配分といった経営の枠組みを

整えることは重要ですが、それだけでは経営にお

ける真のインクルージョンは実現されません。一

人ひとりが、そして組織全体で、「マイノリティ

の立場に身を置く、思いを馳せる」という資質や

感度を磨くことが、深いレベルで求められている

のです。

かで見られるようになった「別物」だ。「組織の

人材多様性が経営の重要課題となり、ダイバー

シティを組織成果につなげる要因の探索が盛んに

なったことが背景にあります。ただし経営学では

比較的新しい概念であるため、インクルージョン

の定義については、今も議論が続いています」

　2011年のShore et al.による、「社員が仕事

を共にする集団において、その個人が求める

帰 属 感(belongingness)と自分らしさの 発 揮

(uniqueness)が、集団内の扱いによって満たさ

れ、メンバーとして尊重されている状態」（p.1265）

という定義＊2が、批判もあるが一定の評価を得て

経営学で捉える日本企業の
インクルージョンの現状と課題とは
経営学でのインクルージョン研究の歴史は社会学のそれと比較すると浅いが、
徐々に骨格が浮き彫りになりつつある。経営学で語られるインクルージョンとは何か。
どのように働く人は包摂されるのか。経営学のフレームに照らしたとき、日本企業の現状と課題は。

『インクルージョン・マネジメント』の著者、大阪経済大学准教授・船越多枝氏に聞く。

＊１：藤本健太郎、「社会保障とソーシャルインクルージョン」（『経営と情報：静岡県立大学・経営情報学部／学報』、2010年）
＊２：Shore ,L.M, Randel, A.E., Chung, B.G., Dean, M.A., Ehrhart, K.H., & Singh, G.（2011）. Inclusion and diversity in
　　　work groups : A review and model for future research. Journal of Management, 37(4), p1265
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いる。船越氏も、この「帰属感と自分らしさの発

揮が両立した状態」を研究の依拠としている。

 「Shoreらは、縦軸に『集団での自分らしさ』、横

軸に『集団への帰属感』を取り、4象限のインクルー

ジョン・フレームワークを提示しました。エクス

クルージョン（排除）の状態からインクルージョン

の状態に向かうプロセスを見るうえでも、大変興

味深いです」

　フレームワークの４象限は下記の通りだ（図1

参照）。

　たとえば新卒や転職で入社したり、異動したり

するなどしてその集団に入ったとき、人はまず、

帰属感も自分らしさも低い「エクスクルージョ

ン」の状態に置かれる。そこから時間とともに、

内集団メンバーと認識される「アシミレーション

（同化）」や、内集団メンバーとしては扱われない

ものの個人の価値は認められる「ディファレンシ

エーション（差別化）」を経て、「インクルージョン」

に至ると考えられる。 

日本企業では 
「同化」を包摂と誤認するリスク

　実際、2015年から2016年にかけて、船越氏は

この4象限フレームワークを使用し、典型的な男

性総合職モデルの日本企業（社員の8割以上が男

性）を対象に、日本人男性・日本人女性・外国人の

計15人にインタビュー調査を行った。これによっ

て、日本企業におけるインクルージョンの状況と

課題が見えてきたという。

　１つは、インクルージョンに至るプロセスが「属

性によって異なる」可能性だ（図2参照）。

　日本人男性総合職、日本人女性総合職では、エ

クスクルージョンからアシミレーションへ、さら

にインクルージョンへと進む「同化」を経由する

道筋を話す人が多かった。まずは集団のやり方を

学び、暗黙の規範に適応し、内集団メンバーとし

て承認される。その過程が、本人にも周囲にもイ

Text=入倉由理子　Photo=刑部友康

大阪経済大学経営学部経営学科 准教授

船越多枝氏

外資系企業を含む複数の企業での勤務を経て、日系企業でダ
イバーシティ推進、国内外の人材開発、企画管理などにマネ
ジャーとして携わる。2019年神戸大学大学院経営学研究科
博士課程後期修了。博士（経営学）。大阪女学院大学国際・
英語学部専任講師、准教授を経て、2023年4月より現職。
著書に『インクルージョン・マネジメント―個と多様性が活きる
組織』（白桃書房）。

［図 1］インクルージョン概念のフレームワーク

出所：Shore et al.（2011, p.1266）をもとに船越氏が邦訳・加筆修正（2021, p.35）
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価
値
が
低
い

価
値
が
高
い

経
営
に
お
け
る
イ
ン
ク
ル
ー
ジ
ョ
ン
と
は
何
か

1

S
ection



10 Works No.195 Apr-May 2026

ンクルージョンへ向かう自然なルートとして理解

されている。「一度組織に仲間として受け入れら

れてこそ、自分らしさを発揮できるという声を多

く聞いた」という。

 「ただし、アシミレーションは、帰属感は高いが

自分らしさの発揮が抑制される状態です。日本企

業では組織社会化され、仲間と認められたこの段

階をインクルージョンだと誤解している職場もあ

るのではないかと考えます」

　船越氏の調査によれば、外国人社員のインク

ルージョンのプロセスは異なる。外国人社員は、

エクスクルージョンからディファレンシエーショ

ンを経てインクルージョンへ向かう、すなわち「差

別化」を経由する道筋を辿る傾向が見られた。

　もし、日本企業のインクルージョンが無意識に

「同化」を前提としており、その状態をインクルー

ジョンと見なして止まってしまうと、外国人社員

は「自分らしさ」を価値として発揮するルートを

塞がれやすい。結果として能力や視点が十分に生

かされないまま、摩擦や疎外感が蓄積する。

　女性総合職についても、別の形で同化の罠が

生じる。「『能力発揮＝既存規範（長時間労働など

日本型雇用に色濃く残る特徴）への適応』への同

化が前提となると、今も女性が家事・育児、ケア

責任などを多く負っていることが見過ごされてし

まう危うさがあります。能力があっても人によっ

て条件が違うことを認識することが、真のインク

ルージョンには求められます」 

　そうした認識のないまま、「これが当社の能力

発揮だ」と規範を固定したり、明文化されていな

い規範を内面化したりしていると、それが同化に

つながってしまう。日本企業の傾向を見て「包摂

が進んでいない」という単純な評価はできない。

むしろ、帰属感を高める力が強いがゆえに、同化

が促進され、その同化が包摂と誤認されやすい。

この構造こそが、経営としてのインクルージョン

を難しくしているとも考えられそうだ。

「あなたのことを知りたい」 
という歩み寄りの姿勢を

　では、日本企業は今後、インクルージョンにど

う向き合っていけばよいのだろうか。船越氏はポ

イントを2つ挙げる。

　１つ目は、対話だ。「当たり前のことではあり

ますが、社員とよく話し、その人たちのニーズや

前提を理解しながらマネジメントすることです」

とりわけグローバルの文脈では、「言葉」をどう

捉えるかが重要になる。船越氏の調査対象となっ

た外国人社員の多くは、日本語での業務遂行に大

きな支障はなかった。それでも彼らが求めていた

のは、「日本語ができること」ではなく、「実務を

こなす能力」を評価されることだったという。「資

料の内容は総じてよくできているにもかかわら

ず、“てにをは”などの誤りを事細かに指摘される。

そうした体験は、自身の能力を見てくれていない

という感覚につながりがちです」

　また、彼らが日本語を話すことを前提に接する

のではなく、「歩み寄ろうとする態度」も重要だ。

「日本人の側が少しでも英語で話そうとする姿勢

を見せてほしい。『日本語できるよね』と甘えな

男性総合職モデル企業におけるインクルージョンの認識プロセス

出所：Shore et al.（2011, p.1266）を援用した船越氏の分析（2021, pp. 117-122）、一部編集部改変

日本人の総合職は、男女ともに「同
化」から「インクルージョン」とほ
ぼ同じプロセスを踏む傾向にある。
ただし、女性総合職は、女性という
性別に起因する扱いの差異があると、
インクルージョンの認識が揺り戻さ
れやすい。外国人は日本人とは異な
り「差別化」から「インクルージョ
ン」に至る傾向が見られる。なお、
象限内の数字の位置は、高低を示し
ていない。

外国人社員
日本人女性総合職
日本人男性総合職
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いでほしい、という話が印象的でした」

 「あなたのことを知りたい」「文化や習慣を理解し

ようとしている」というメッセージを、態度とし

て示すこと。これはグローバルなインクルージョ

ンの前提であるのと同時に、他社で経験を積んで

きた人や、先述のように仕事以外のさまざまな制

約を持つ人々にとっても、有効であることは間違

いない。

　２つ目は、経営層や管理職層のマインドセット

の転換だ。先の日本企業の例にあったように、日

本人社員は男女問わず同化の道を通ることで自ら

の個性を発揮しやすくなるのかもしれない。しか

し、環境変化のスピードが速まるなかで、「まず

同じになれ」「なじんでから意見を言え」という

時間的余裕はもはやない。「上司が、新しく入っ

てきた人の個をすぐに生かしたいという姿勢を持

てるかどうか。ここに、インクルージョンが進む

かどうかの分かれ目があると思います」

　加えていうならば、施策に積極参加したくなる

「楽しさ」や「気楽さ」の設計も重要だ。船越氏

が話を聞いたインクルージョン先進企業では、社

内の対話を増やすために、あえて社員旅行や運動

会など日本企業でかつて行われてきた行事を実施

している。自由参加を基本とするが、どの属性の

人にとっても参加のハードルが下がる設計の工夫

を惜しまないという。「参加しない人を意欲が低

いと切り捨てるのではなく、家庭の事情などによ

る時間の制約、コミュニケーションの得手不得手

といった違いを前提として織り込んでいました。

多様な社員をすべてインクルージョンするという

意思を明確にし、人事部が主軸となって経営者や

管理職に意識づけることが重要だと思います」

 「統合報告書やサステナビリティレポートでは、

D&I、DE&Iに関するテーマは避けて通れなく

なってきました。D&I、DE&Iの方針、女性管理職

比率などの数値目標とその達成状況の記述は増え

ています。しかし、その企業におけるインクルー

ジョンは何を意味しているのか、それは経営にどの

ように効くのか、という問いに、明確に答えられて

いる企業は多くないと思います」と、田中氏は話す。

　その背景にあるのは、これまでも指摘してきた

ように、インクルージョンという言葉が、社会学

上のインクルージョンと区別されずに使われてい

ることだ。「『平等です』『差別していません』『機

会は開かれています』という話はとても大事です。

しかし社会的正義としてのインクルージョンと、

経営の成果を生み出すためのインクルージョンの

両者を混同したままでは、スローガンにとどまり

実効性を持ちません」

人的資本開示に見る日本企業の
インクルージョンの現在地とこれから
Unipos代表取締役会長の田中弦氏は、
国内外のべ5500社以上の有価証券報告書や統合報告書を読み解いてきた。
日本企業において人的資本開示が定着しつつあるなかで、
インクルージョンについてはどのように語られているのだろうか。

「帰属意識」と「自分らしさ」 
日米企業の課題は異なる

　経営におけるインクルージョンの定義「社員が

組織に属しているという感覚を持ちながら、同時

に自分の価値や意見を発揮できている状態」、つ

まり「帰属意識」と「自分らしさ」という２つの

軸に照らして日米を比較すると、対照的な姿が浮

かび上がってくるという。

 「日本企業は、長期雇用を前提としてきた歴史か

ら、帰属意識が極めて高い。日本企業で働く人々

は、みんな会社のことが結構好きなのです。『う

ちの会社』とふつうに言いますから。一方で、同

質性が高く、異質な意見や価値観が表に出にくい

傾向があるのも事実です」

　それに対してアメリカ企業は、自分らしさの発

揮は十分であっても、離職率の高さを見れば帰

Text=入倉由理子　Photo=今村拓馬
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属意識は必ずしも高くないといえる。「嫌なら辞

める、という前提があるからこそ、企業側は意図

的にビロンギング（帰属意識）を高める施策を講

じています。シリコンバレーのテック企業が、ロ

ゴ入りTシャツを配ったり、それを着てピザパー

ティをやったりするのは、帰属意識を高めるため

の投資なのです」

　同じ「インクルージョン」という言葉が使われ

ていても、日米では前提となる課題が異なる。日

本では「帰属意識」、アメリカでは「自分らしさ」

への偏りが、それぞれの出発点になっている。

　田中氏が2023年、S&P500企業の人的資本開

示について調査した際に、エンゲージメントスコ

アと並んでインクルージョンスコア（インクルー

ジョン・インデックス）を開示している企業は限

定的とはいえ、「15社発見した」という。

　たとえば、ゲーム開発会社のActivisionは、

エンゲージメントスコアとインクルージョンスコ

アを別個の指標として測定し、前者は「総合的な

満足度と当社で働くことを勧める可能性」によっ

て、後者は「従業員が自分たちが公平に扱われ、

会社に属していると感じ、本来の自分を仕事に発

揮できると感じる度合い」によって測定している。

また、従業員に「次の1年も当社にとどまること

を楽しみにしているか」といったサーベイも実施

するなど、“Belonging”への意識の高さがうか

がえる。

　クレジットカード会社のDiscoverでは、従業

員の多様な声を把握するため、人種／民族、性別、

LGBTQ+、障がい者、従軍経験の有無別に結果

を測定している。このように、社会的インクルー

ジョンの要素を強く含んだ広義の指標を用いる企

業もある。アメリカにおいても、インクルージョ

ンの定義や測定方法は一様ではなく試行錯誤の

途上にあるのだ。「社会学上のインクルージョン

は、ESG格付け機関からは評価されやすい。でも、

経営戦略としての効力は、別途考えなければなり

ません。日本企業では、特にそうです」

変化対応を戦略とするならば 
インクルージョンを重視せよ

　日本企業では、経営戦略としてのインクルー

ジョンがなぜ重要なのか。田中氏は、その理由を「変

化対応力」に求める。「前例踏襲でうまくいく時代

であれば、多様な人材を包摂するインクルージョ

ンは必要ない。同質性が高くて、指示通りに動い

てくれる人を集めたほうが効率がいいのです」

　実際、日本企業は1980〜1990年代、同質的

な組織と前例踏襲によって成功を収めてきた。し

かし、地政学リスク、技術革新、人口減少などに

より不確実性が高まる現在、その前提は崩れてい

る。同質性の高い組織は、多様な意見が出にくく、

外部からの変化に脆い。不祥事が内部で隠蔽され

やすいのも、その延長線上にある。

　田中氏が名を連ねる内閣官房の非財務情報可

視化研究会では、「人的資本可視化指針」の見直

しを進める。改定前から経営戦略と人材戦略の連

動を企業に求めてきた。さらに今後は国際基準を

踏まえ、経営戦略の実現にあたり、「人的資本へ

の依存・影響」「人的資本関連リスク・機会」を検

討し、それがどのように財務的な価値に結びつく

かを開示していくことが推奨されるという。

 「今後問われるのは、たとえば事業ポートフォリ

オ転換といった経営戦略に対して、どのような人

材を確保し、どう組織能力を高めようとしている

のかを説明できるかどうかです。変化への対応と

いう意味で、インクルージョンはその説明の中核

に位置づけられるべき概念の1つだと思います」

Unipos代表取締役会長

田中 弦氏

ソフトバンク、ネットイヤーグループ、コーポレイトディ
レクションを経て、2005 年ネットエイジグループ

（現・ユナイテッド）執行役員。同年、Fringe81
を創業し、代表取締役社長に就任。2021年10
月、Uniposに社名変更。2025年より現職。
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1
インクルージョンを
めぐる誤解と
混乱に物申す

インクルージョンという言葉は、
日本企業に急速に広まった一方
で、その意味や射程については十
分に共有されているとは言い難
い。多様性を掲げることでかえっ
て分断を生むのではないか。意
思決定の権限を広げることで組
織の統制が弱まるのではないか。
過度な成果志向や競争に価値を
置く「マッチョイズム」がインク
ルージョンの妨げになっている
のではないか。本当に全員を包
摂する必要があるのか。このよう
に、インクルージョンをめぐる議
論には、概念の誤解や価値観の
衝突が少なからず含まれている。
こうしたさまざまな混乱を整理し
ながら、インクルージョンの本質
的な意味を問い直す。

2
インクルーシブ
リーダーシップの
あり方を問う

ダイバーシティは、人材ポート
フォリオの設計という意味で、あ
る程度は組織がコントロールで
きる。しかしインクルージョンは、
個々の人が持つ価値観や経験、
能力を組織のなかで生かしてい
くことを目指すものだ。それにあ
たっては、従業員一人ひとりの声
を引き出し、違いを活力へと転換
するリーダーシップが不可欠だ。
対話を重ね、多様な視点を意思
決定に取り込みながら、組織とし
ての方向性も示すその実践は、従
来のマネジメント像を問い直す
ものでもある。組織行動論やマネ
ジャー研究、企業の実践事例を
手がかりに、インクルーシブリー
ダーシップの実像を描き出して
いく。

3
インクルージョンを

組織で
起動させる

理念としてのインクルージョンを
掲げることと、それを組織で機能
させることの間には大きな距離
がある。制度を整えるだけでは、
行動や文化は変わらない。インク
ルージョンを実現するには、組織
の意思決定のあり方や人材育成、
日々のコミュニケーションの仕組
みまでを含めた変革が求められ
る。ヒエラルキーの強い組織から
自律性の高い組織へと転換する
取り組み、男性管理職の意識と
行動を変える試み、障がいのあ
る人も含めて誰もが対等に働け
る職場づくりなど、企業の多様な
実践の事例を通じて、インクルー
ジョンを理念にとどめず、組織の
なかで起動させるための方法論
を探っていく。

経営におけるインクルージョンは、確かに必要だ。
しかし、いざ組織で実践しようとすると疑問の声も少なくない。
多様性を重視すると分断が生まれるのではないか。
意思決定は遅くならないのか。
本当にすべての人を包摂する必要があるのか。
こうした問いを避けたままでは、インクルージョンは空語に終わる。
本Sectionでは、その誤解をほどきながら、
インクルーシブリーダーシップのあり方と、
インクルージョンを組織で機能させるための条件を探る。

インクルージョンが
起動する組織へ
理念と実践

Section

2

Text=入倉由理子
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　アフリカの有名なことわざに、「速く行きたけれ

ば1人で行け。遠くへ行きたければ共に行け」と

いうものがあります。かつてのように、国籍や学

歴が似通った同質性の高い集団は、マネジメント

の効率こそ優れているかもしれませんが、そこか

ら生み出される成果は限定的な範囲にしか波及し

ない可能性があります。経営がグローバル化する

なかで、より遠くまでリーチしようとするならば、

多様な要素や予期せぬ視点を取り入れることが必

要です。しかし、いざ実践しようとすると、組織

の規律が保てなくなったり、「みんな違ってみんな

いい」という価値相対主義に陥ったりと、多様性

が足かせになってしまうことも少なくありません。

　価値観が多様化し、先行き不透明な現代におい

て、売上や利益といった数字のみを共通目標に掲

げても、組織の成熟は望めないでしょう。企業が

共有すべき価値（バリュー）、目指す姿（ビジョン）、

存在意義（パーパス）、果たすべき任務（ミッショ

ン）を言葉にして掲げるのは、それこそが、組織

を持続的な成長へと突き動かす原動力になるから

です。その点で、今は哲学の時代だといえるかも

しれません。あらゆる組織は、「私たちは何を解

決し、どこへ向かうのか」という問いを突きつけ

られているのです。インクルージョンやインテグ

リティ、サステナビリティ、レジリエンスなどは、

まさに何らかの課題を解決するために生まれた概

念であり、変化の激しい現代社会において、目指

すべき指針を与えるコアバリューです。

　こうした経営の哲学を問う言葉が、外来語のま

まカタカナ表記で使われていることには理由があ

ります。概念を固定化された定義としてスタティッ

ク（静的）に捉えてしまうと、解釈の余地が失われ、

かえって組織の停滞を招きかねません。むしろ、

概念とは生成と変容を繰り返すものだとダイナ

ミック（動的）に捉え、時代に合わせてアップデー

トし続けるプロセスそのものが重要なのです。

　とりわけグローバル展開する企業においては、

こうした外来語を日本の文脈ではどう考えるの

か、グローバルでの対話を通じて、自社なりの定

義を再解釈していくプロセスが必要です。それは、

自社の立ち位置を明確にするうえで有効な試みと

なるでしょう。

異なる生命が出会うことで 
安定的なエコシステムを形成

　では、インクルージョンという概念をどう考え

ていくべきか。インクルージョン（包摂）の対義語

は、エクスクルージョン（排斥・除外）であり、そ

もそもインクルージョンとは何かの内側に含めら

れている状態を意味します。ここで考えるべきは、

内と外を分ける境界のあり方です。拒絶の壁を作

るのか、緩やかに移行可能な網目と捉えるのか。

インクルージョンを停滞から解き放つには、その

境界をいかに設計するか、議論を通じてアップ

デートし続けていくことが欠かせません。

　そこで、1つ示唆に富む例を紹介します。先日、

静岡大学のキャンパスミュージアムで「カイロウ

ドウケツ」という深海性の海綿生物を目にしまし

た。その生態が非常に興味深いものでした。

　カイロウドウケツは白い網目状の筒形構造を

持っており、その微細な網目の隙間をくぐり抜け

て、小エビ（ドウケツエビの幼生）が内部に侵入し

ます。当初は多くの小エビが出入りしますが、最

終的には一対のオスとメスだけが残って内部に棲

みつき、産卵します。孵化した子エビたちは、や

がて網目を通り抜けて外の世界へと旅立っていき

ます。ところが、親エビたちは脱皮を繰り返して

体が大きくなり、網目を通れなくなってしまいま

Text=瀬戸友子  Photo=刑部友康（15P上）、静岡大学キャンパスミュージアム提供（15P下）

「内と外」を分ける境界の設計こそ
インクルージョンの本質

「インクルージョンとは経営の哲学を問う言葉」だと、
哲学を専門とする静岡大学の藤井基貴氏は指摘する。
深海生物カイロウドウケツ（偕老同穴）を手がかりに、インクルージョンの本質を改めて考えてみる。

1 インクルージョンをめぐる
誤解と混乱に物申す
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す。つまり、親の一対はその閉鎖空間のなかでカ

イロウドウケツと生涯を共にするのです。

　特筆すべきは、カイロウドウケツとエビの間に

は、緩やかな代謝の連動がある点です。カイロウ

ドウケツが海水をろ過することでエビが有機物を

受け取り、エビが内部を動き回ることでカイロウ

ドウケツの内部が清浄に保たれる。一方が他方を

一方的に養うのではなく、異なる生命が網目のな

かで出会うことで、単体では成し得ない安定的な

エコシステムを形成しています。

　次世代を外の世界へ送り出すという機能は維持

されたまま、内側では天敵から守られるという秩序

と安全が保たれている。カイロウドウケツの網目は、

外部に対する拒絶の壁ではなく、通過を許容する接

面（インターフェース）として機能しているのです。

「ここにいたい」と思わせながら 
外の世界への挑戦も許容する

　この生命のあり方は、現代組織におけるインク

ルージョンの理想形を示唆しているように見えま

す。なかに閉じ込めることは、決して監禁を意味

しません。カイロウドウケツに見られるのは、一

度迎え入れたメンバーを安易に排除せず、最後ま

で運命共同体として抱きしめていく覚悟です。メ

ンバーにとって、成長して外に出られなくなるこ

とは制約ではなく、むしろ揺るぎない信頼に基づ

くアライアンスだとも解釈できます。

　たとえば、創業者のような存在が確固たる組織

の考え方を形成しながら、そこに若い力を次々と

迎え入れ、育て、外の世界へ送り出していく。内

側で育まれた価値を携えた次世代が外へ伝播して

いく姿は、組織のパーパスが社会へと広がってい

くプロセスそのものです。

　カイロウドウケツに学ぶ組織のインクルージョ

ンとは、単なる囲い込みではありません。それは、

内部では「ここにいたい」と思わせる文化を醸成

しながらも、外の世界へと挑戦することを許容す

る、高度な境界設計の規律であると感じます。

　このように、カイロウドウケツをメタファーと

して、組織のあり方を考えてみるのも面白い試み

です。カイロウドウケツは会社かもしれないし、

あるいはビジョンかもしれません。構成員は入れ

替わっても、ビジョンは変わらずに存在し続けて

いるのだ、と考えることもできるでしょう。

 「内部の水質は外より少し塩分濃度が高いので、

それを好む人は来てください」とか、「外への出

入りは自由ですが、内部ではこういう役割を期待

します」など、自社なりの境界線をデザインし、

誠実に説明責任を果たしていくことが、これから

のインクルージョンのあるべき形だと思います。

　インクルージョンは、世界共通のコアバリュー

の1つです。それに対して、個々の企業がどのよ

うな哲学を持っているかは、その企業の文化的成

熟度を測る重要な指標になります。外国人採用や

女性活用などの数値的な指標を並べるだけでは、

本質には迫れません。インクルージョンの概念が

自社の歴史や伝統とどうつながるか、あるいはど

こがつながらないのか、自社の哲学を明確に語れ

ることが何よりも重要なのです。

静岡大学教育学部　教授

藤井基貴氏

2005年名古屋大学大学院教育発達科学研究科博士課
程修了。名古屋大学高等教育研究センター特任講師とし
て勤務の後、2008年4月より静岡大学教育学部准教授。
2026年4月より現職。専門は哲学・教育学。
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カイロウドウケツは、海底に
固着して生活する海綿の仲
間だ。日本では相模湾や駿
河湾などで生息している。
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　多様性／ダイバーシティと包摂／インクルー

ジョンは、D&Iあるいはエクイティ／公正性を加

えたDE＆Iとしてセットで語られてきましたが、

多様性を有用性と結びつけてもっぱら肯定的に推

奨する風潮に対し、違和感を抱いてきました。多

様性はもともとアメリカの公民権運動で使われ

るようになり、ジェンダーや人種などの差異に基

づく差別に異議を唱え、解消することを目的とし

ていました。その後、多様性が称賛・奨励すべき

ものとして語られるようになるなかで、差別の解

消という根源的な取り組みがなおざりにされてし

まってはいないか、という違和感です。

　ある文化理論家はこう喝破しています。「多様

性の奨励は多様性（あるいは差異）の封じ込めを

伴っている」と。差異をめぐる差別を解消して誰

もが平等に扱われ、より生きやすい社会を作ると

いう可能性や取り組みが、多様性が社会や企業を

「豊か」にするとして奨励されることによって封

じ込められてしまってはいないでしょうか。

　また、多様性の奨励やインクルージョンは、「す

べての違いを尊重し、生かしていく」という心地

よいハッピートークになりがちで、あたかも問題

が解決したような錯覚を起こさせてしまいます。

しかし、インクルージョンを進めるには、まずは

それを阻害してきた構造的・制度的な差別のあり

方自体に目を向けて是正することが不可欠です。

それに取り組むことなく多様性やインクルージョ

ンが語られていないか注意すべきです。

差別は個人の問題ではなく 
社会に埋め込まれている

　日本における多様性や包摂を考えるとき、さら

に2つの根本的課題があります。1つは、そもそも、

さまざまな差異を持って生きる人たちが同じ社会

を構成する市民として生きているということが広

く認識されておらず、その人たちが経験する差別

が社会全体で向き合うべき深刻な問題として共有

されていないことです。

　これは2つ目の問題と深く関連しています。そ

れは、差別を解消してより包含的な共生社会を作

るために絶対必要な、国レベルの政策や差別禁止

を明記した罰則つきの法律の整備という土台が構

築されていないことです。

　その一方で、差別解消は個々人の思いやりや優

しさといった心持ちの問題として強調されがちで

す。私たち一人ひとりの意識を変えることは大切

ですが、思いやるだけでは差別は解消されません。

多様性にはらむ違和感。差別の解消という
根源的な視点を忘れていないか
岩渕功一氏の近著『多様性とどう向き合うか─違和感から考える』（岩波新書）は
多様性が肯定的に語られることの違和感を解き明かして、
多様性の奨励をどう切り拓くのかを考察した書である。
インクルージョン推進の過程で見落とされがちな視点を語ってもらった。

シドニー工科大学名誉客員教授

岩渕功一氏

早稲田大学法学部卒業後、日本テレビ入社。その後、オー
ストラリアへ移り住み、西シドニー大学でPh.D取得。国際
基督教大学准教授、早稲田大学国際教養学部教授、メ
ルボルンのモナシュ大学アジア研究所長などを歴任。現在
は日本を拠点にして、執筆・講演・教育活動に従事している。

1 インクルージョンをめぐる
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ジェンダー、LGBTQ+、人種・エスニシティ、障

がいなどの社会カテゴリーをめぐる差別は個人の

問題ではなく、近代の歴史のなかで社会の構造に

埋め込まれてきた問題であることをしっかり認識

して、その解消に向けた国レベルでの政策立案と

法整備を進展させ、包含的な共生のあり方を構想

して社会を変革していくことが肝要です。　

　しかし、現実に起きているのは逆の流れです。

特権を持つマジョリティへの「正義」の押し付け

だと反発したり、生きづらさや不安を抱くなかで、

マイノリティが優遇されて自分たちが受けるべき

恩恵が収奪されていると感じたりする人も増えて

います。日本では「外国人問題」が重大な政治ア

ジェンダとなり、「外国人」への規制が強められ

ています。それは同じ社会で暮らす多くの人たち

を排斥するもので、共生の思想と実践が見失われ

てしまっています。　

　構造化された差別には同じ社会に住む以上は、

誰もが関わっており、「当事者」だといえます。ま

た、今は差別とは無縁だとしても、状況が変われ

ば自らの違いもその対象となるかもしれません。

差別・不平等をもたらす壁はどこかでつながって

います。ほかの人たちが直面する差別や生きづら

さを解消することは誰かが優遇されてそれ以外の

人たちが損をするゼロサムゲームではなく、長い

目で見れば誰もが公平に扱われてより生きやすく

なる。そうした「自分ごと」とする想像力を社会

で育み共有していくことに向けて、どうしたら多

くの人たちを巻き込んで相互の対話と関与を促し

ていくことができるのかが問われています。

多様性そのものを切り拓け

　国レベルでの取り組みが欠如している日本にお

いて、企業などの組織が果たすべき役割は極めて

大きいです。企業は単に利益を追求するだけでな

く、社会における公的な存在であり、構造化され

た差別の解消が求められる根幹的な制度体です。

企業が率先して変わることは、社会の変革に向け

た大きな推進力となります。

　しかし、企業における多様性奨励はパフォー

マンス向上による利益の最大化と結びついていま

す。多様な属性や背景を持つ人材を活用すること

が生産性向上やイノベーション促進に結びつき、

競争力向上に資するとして経営・人事戦略に取り

込まれてきました。それは、これまで周縁化・排

除されてきた人たちを包摂して公平に扱い、活躍

の場を与えることを目指す意義ある取り組みです

が、限界や問題点も多々あります。

　多様性の奨励やDE＆Iの推進が、実質的な変

革に向けた取り組みを欠いた対外的なアピール戦

略に終わってしまったり、マイノリティの人たち

を選別して1人あるいは数人だけ登用し、あたか

も多様性奨励を実現していると自己喧伝するトー

クニズムと呼ばれる事例が見受けられます。

　より根源的な問題は、社会で、そして企業内で

構造化・制度化された差別に真摯に向き合い、そ

の解消に取り組んでいるのかです。営利企業とし

て付加価値をもたらす力がある多様性の奨励に関

心を払うことが問題なのではありません。しかし、

それが目的化されることで、多様性の奨励が差別

解消の取り組みから乖離してしまってはいないで

しょうか。利益追求とは別の、社会の変革と結び

ついた多様性の奨励のあり方を中長期的視点から

捉え直し、実践していくことが求められます。

　多様性が未来を切り拓くとよくいわれますが、

切り拓くべきは多様性そのものです。つまりその

奨励のあり方自体を根源的に問い直してみること

が必要です。今なお続く差異をめぐる差別がどれ

ほど人間の尊厳を否定する深刻な暴力行為である

のか。それがいかに社会の構造や制度に深く埋め

込まれているのか。差別を解消していく多様性の

取り組みはどんな社会や企業の豊かさを目指すも

のなのか。たとえ生かされたり輝かなくとも、誰

もが差別を受けないことで、皆がより生きやすく

働きやすくなったとき、どのような豊かさを企業

と社会にもたらすのか。こうした根源的問いに向

き合い、多くの人々が自分ごととして対話し学び

合うことが今こそ必要です。

　企業はそれを主導的に促進する重要な場である

と確信しています。営利追求にとどまらず、構造

化された差別を是正して誰もがより生きやすい社

会を創るという根源的な問いを根底に据えた多様

性奨励・DE＆Iの取り組みを、より多くの企業が

人事理念・方針にしっかり位置づけて実践してい

くことを期待したいです。

　それは確たる正解のない、果てしない思索と実

践の旅になるでしょう。しかし、理念を単なる理

想論で終わらせることなく、モヤモヤと試行錯誤

と右往左往を繰り返しながら、できることを少し

ずつ実践し続けることが大切だと思います。
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　前提として、組織におけるインクルージョンは、

すべての人が対象になるわけではありません。ど

のような企業であっても、雇用形態や属性、あるい

はその会社が歴史のなかで培ってきた根底にある

価値観を同じくする人がマジョリティを形成し、

その一部が権力を持っています。彼らはその会社

に存在するさまざまなマイノリティのすべてを受

け入れているわけではなく、「今、仲間にするべ

きだ」と判断した人たちのみを包摂する傾向があ

ります。

　たとえば人事が「キャリア採用者を入れて社内

に新しい風を入れたい」と考えたとします。しか

し、実際にその人たちが組織に包摂され、「新し

い風」として活躍し得るには、彼らと似た「変革

のアイデア」を持つマジョリティが既に組織にい

るかどうかにかかっています。いくらキャリア採

用者がいいアイデアを出しても、組織のなかに似

たアイデアを持つ人がいなければ、十分検討され

ることなく、その会社のインクルージョンは表層

的なものにとどまりやすいのです。

　このような点から、インクルージョンにも社内

政治的な性質が含まれているといえるでしょう。

「不一致」を起点に 
「利害の調整」へ

　社内政治というと日本企業の「根回し」を想像

するかもしれません。しかし、社内政治は日本独

特のものではなく、社内政治の研究は世界でも経

営学の主要なテーマの1つとなっており、実際に

多くの人がビジネススクールなどで専門領域とし

て学んでいます。

　ただし、「社内政治」は研究者が作った概念で

はなく社会で自然に使われ始めた言葉です。使う

人によって意味に少しずつズレがあり、共通の定

義を与えるのは難しいものの、私はこれまでの研

究をもとに、1）自己または会社の利益の増大また

は損失の抑止を目的として、2）会社の意思決定に

影響を与え、3）社内での権力・資源の獲得や利害

調整のために行われる、4）会社から正式に承認さ

れていない影響行動と定義しています。

 「自己の利益」とは昇進や昇給、評判など処遇や

キャリアに関する個人的な便益や部分最適、「会

社の利益」とは業績の向上や社会的な評判の向上

などを含みます。すなわち、社内政治は利己的な

目的のためのものとは限らず、会社をよりよくす

るための行動にもなり得るのです。

　社内政治を「対立のある状況」における「非公

式な影響手段」であると定義づける研究者もいま

す。実際にはまだ対立が表面化していない段階で

社内人脈を築いたり、公式な場であえて怒りをあ

らわにして印象を操作したりすることも含み、「対

立」や「非公式」は必ずしも前提ではありません。

　社内で何らかの「不一致」がある状態というの

が起点となり、「会社から正式に承認された行動」

だけでは問題解決に向かわない場合に「利害の調

整」に当たろうと動き出す、その行動こそが社内

政治だと捉えています。

社内政治とインクルージョンを共に成立させる
リーダーシップのあり方とは

「社内政治」という言葉には根回しや派閥などのネガティブな響きもつきまとうが、
昭和女子大学教授の木村琢磨氏は「組織内で成果を出すには、
利害や価値観の異なる人 と々の調整が欠かせず、
時には政治的な働きかけも必要になります」という。
そして、社内政治は実はインクルージョンとも関わりがある。それはどういうことか。

Text = 川口敦子  Photo=刑部友康
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　社内政治は世界中のビジネスの現場で行われて

いますが、日本企業に強く見られる特徴の1つは、

相手、特に上司のメンツをつぶさないことの重視

です。多くの日本企業では上司・部下の権力格差

が大きく、上位者からの報復や、上位者の尊厳を

傷つけたことに対する周囲からの不快感を避ける

目的があります。

　職務権限イコール権力ではありません。物事の

決定権限さえあれば、ことをスムーズに進められ

るわけではありません。部署の垣根を越えて影響

を与えようとしたり、自分の部署の利益をより多

く得ようと画策したりする際には、権限のみなら

ず権力が影響します。

　私が研究テーマとして社内政治に興味を持つよ

うになった原点は、大学教員になる前に勤めてい

たスタートアップなどで、強烈な社内政治に巻き

込まれた経験かもしれません。

　その後、大学で教えるようになり、ある社会人学

生から「うちの会社、社内政治で大変なんですけ

ど、こういうテーマは研究されているのですか」と

質問されて調べてみると、社内政治はリーダー育

成や組織マネジメント、インクルージョンなど、さ

まざまな分野とつながりがあるとわかりました。

違いを生かすためにも 
まずは共通点を探る

　インクルージョンは一人ひとりの活躍に思いを

馳せる、個に向き合う行動です。一方、社内政治

は利害の異なる個人・集団を組織として動かす行

動です。

　一見異なるリーダーの行動ですが、実はリー

ダーシップの要素には相通じるものがあります。

それは、共通点を見出すコミュニケーションと、

倫理観の重要性です。

　社内政治の研究のなかで、大切だといわれて

いることの１つに、お互いの共通点を見つけるコ

ミュニケーションがあります。組織のなかで利害

や価値観が異なる人々の間の共通点を見つけて調

整し、関係者を合意点へと導く能力が、リーダー

には必要です。一方で、インクルージョンは「違

いを生かす」ことであり、これと矛盾するように

思えますが、人は類似性に魅力を感じやすく、違

いを強調することは大きなコミュニケーションの

負荷となり、最初から相手を遮断してしまう可能

性もあります。人はそれぞれ多様である、つまり

それぞれに違いがあることを前提にしつつも、共

通点をさまざまな角度から探っていくことは、相

手を理解し、合意可能な着地点を見つけることに

つながるのです。

　倫理観については、私が日本で行った倫理的

リーダーシップの調査結果と、海外での同様の調

査との比較では、日本人は「法律を守る」段階に

とどまる人が多く、「現在のルールでは、本来守

るべき人の権利が守られない」という発想にまで

至る人が、海外に比べると少ない傾向が見受けら

れました。

　そもそもリーダーは政治力を利己的に使うので

はなく、会社のために使うという意思がなければ

ならず、それを継続できるかどうかは、リーダー

の倫理性にかかっています。リーダーの倫理性は、

社会的な責任も視野に入れたものでなければなり

ません。今の日本でも、マジョリティや、マジョ

リティが既に受け入れたマイノリティは仲間に入

れてもらえるのに、それ以外のマイノリティたる

人々はなかなか受け入れられないことを認識して

おかなければなりません。「もしかしたら排除さ

れている人がいるのではないか」と想像し「人間

の尊厳を守るためには、何をすべきか」を主体的

に考えられる能力が、リーダーには強く求められ

ます。

昭和女子大学　教授

木村琢磨氏

博士（経済学、東京大学）。スタートアップでの勤務や組織・
人事コンサルティング実務を経て、2018年より法政大学教授。
2025年より昭和女子大学教授。主に経営学の分野で国際
的に影響力のある学術誌に多数の論文を発表。著書に『社
内政治の科学─経営学の研究成果』（日本経済新聞出版）。
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　職場でのマッチョイズムは「男らしさを競う文

化」として整理できます。アメリカの社会心理学

者、ジェニファー・Ｌ・バーダールは、それを支

える4つの規範として「弱みを見せてはならない」

「強さと強靱さ」「仕事最優先」「弱肉強食」を挙

げています。

　これらの規範が職場で「望ましい人材像」とし

て共有されると、男女を問わず、弱さを見せずに

長時間労働をこなし、競争に打ち勝っていく「仕

事至上主義」の人が社内で高く評価されるように

なります。

　法政大学教授の石山恒貴氏は日本企業の特徴と

して、会社命令に基づき職種や勤務地、時間を問

わずに働く「無限定性」と、新卒での一括採用を経

て間断なく働き続ける「標準労働者」という地位規

範を挙げ、それらがマッチョイズムと深く結びつき、

互いに影響を与え合うことで、「三位一体」の地位

規範の「信仰」が強化されていると論じています。

多くの伝統的な日本企業（Japanese Traditional 

Company: JTC）では、極度に男性化された競争

社会に残り続けることができる人だけが、長時間労

働などのコストに見合った昇進・昇格のメリットを

享受する仕組みとなっているのです。

人材の持続可能性を損ない 
インクルージョンの阻害も

　職場におけるマッチョイズムは日本的な雇用シ

ステムと相性がよく、ゆえに功罪の両面をもたら

してきました。プラス面では、マッチョイズムの

基盤となる強靱さやリスクテイクが共同作業の量

と密度を上げる効果がありました。

　ただ現在、マッチョイズムにより、主に2つの

点で職場にもたらす副作用が大きくなっていま

す。1つは人材の持続可能性を損なうこと。職場

で「強靱さ」や「仕事最優先」への賞賛が続くと、

働く人が限界まで耐えて疲労を蓄積しやすくなっ

たり、燃え尽きてしまったりすることが起こりが

ちです。

　2つ目は、強靱さや仕事最優先が「標準」にな

ると、日々の家事・育児・介護を担うなど働き方

に制約のある人が不利になり、職場のインクルー

ジョンが阻害されることです。

　インクルージョンの成立には、「自分が組織の

一員として受け入れられている」という感覚と、

「自分の弱さも含めてありのままでいられる」と

いう感覚の双方が必要です。ところが、マッチョ

イズムが強い職場では、前者が満たされれば「同

化（アシミレーション）」は達成されたと判断され、

後者も含めた真の意味でのインクルージョンには

至りません。

　なぜなら、マッチョイズムの核心は「弱さの否

定」にあり、弱さは「能力不足」や「甘え」など

評価を下げるシグナルに変換されてしまうからで

す。マッチョイズムが強い職場で「弱さも含めた

ありのままの自分」を開示することはキャリア上

のリスクになります。人々が意図的に「弱さ」を

消して周りに助けを求めなくなった結果、組織の

マッチョイズムの核心は「弱さの否定」
“I”と“We”の2軸で「自分らしさ」の言語化を
多くの日本企業に根深く残る「マッチョイズム」は、
働く人々にどのような影響を与え、インクルージョンをどう歪めているのか。
リクルートワークス研究所研究員の筒井健太郎に聞いた。
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一体感や助け合いが減り、「自分が組織の一員と

して受け入れられている」という感覚すら失われ

る事態も起こり得るのです。

　近年、長時間労働やそれに伴う心身の健康被害

など、マッチョイズムに伴うコストが顕在化し、

家庭における育児や介護のケア責任が女性に偏重

していることへの反省から、「新しい男性らしさ」

を模索する機運が高まってきました。

　2000年代初頭には「ケアリング・マスキュリニ

ティ」という概念が生まれ、欧州の政策に組み込

まれました。この概念は、仕事と家事・育児・介

護などのプライベートは対立するものではなく、

相互に高め合う関係にあるという考えに基づいて

います。欧州に少し遅れる形で日本でも「イクメ

ン」という言葉が生まれ、2010年度に国の政策

として「イクメンプロジェクト（現・共
トモ

育
イク

プロジェ

クト）」が始まり、男性の育休制度も整いました。

　ですが大きな問題は、新しい概念が生まれ、そ

れにひもづいた制度ができても、多くの日本企業

でマッチョイズムが「文化」として残り続けてい

ることです。

　ある企業で育休を取得した男性をインタビュー

した際に印象的だったのは、育休取得が1回目の

ときにはなんとか職場にとどまったものの、2回

目以降は「さすがにそれは」という周囲の空気を

感じていづらくなり、結局その職場を離脱したと

いう話です。職種や勤務地、時間を問わずに働け

ない人は「戦力外」のように扱われる文化があっ

たのではないでしょうか。

　近年、人的資本経営やジョブ型の導入など制度

面の見直しは進みつつあるものの、こうした文化

が残る企業では今後もマッチョイズムは温存され

ていくのではないかと懸念しています。

自分の価値観を明確にし 
チームの目標設定を

　先行研究から見ると、マッチョイズム的な振る

舞いをする人たちは、自身がマッチョイズムに染

まっているとは気づいていないのだろうと推察さ

れます。厄介なのは、これまで弱さを見せず、競

争に勝ち、仕事を最優先することで評価され昇進

してきた成功体験が積み上がると、マッチョイズ

ムが自分の強み、すなわち「自分らしさ」として

内面化してしまうことです。

　またマッチョイズムが強い職場で働く人のなか

には、本音では「仕事第一主義から脱したい」と

願う人もいるかもしれません。ただ、規範に反す

ることを口にするのは勇気がいるもの。「周囲に

合わせた言動をするほうが業務は円滑に進むだろ

う」と考え、誰も本音を言わなくなった結果、マッ

チョイズムが職場内で再生産されることもあり得

るのです。

　マッチョイズムの内面化や再生産に抗する免疫

は、「ありのままの自分」と「ありのままの私たち」

が何なのかを認識するところから生まれます。そ

のために有効なのが、“I（私は何者か）”と“We（私

たちは何者か）”の2つの軸を育てるための対話を、

職場で実践することです。

　まずは、自らの価値観や強み、限界を理解した

うえで、チームの成果に資するためには何をすれ

ばいいのかを考えることが出発点になります。こ

の作業は1人だけでは完成しません。他者の問い

やフィードバックを受けることで、自らの価値観

や限界が明確になり、「ありのままの自分」を見

出すことができるでしょう。

　その次に「私たちはチームとして何を大事にす

るのか」をチーム単位で考えます。まず現時点で

私たちがどれだけマッチョイズムの影響を受けて

きたのかを把握し、何が「当たり前のこと」だと

扱われてきたのかを言語化し、そのうえで目指す

姿を話し合って目標を設定し、アクションプラン

に落とし込むのです。いずれの過程においても、

上司だけではなく部下も参加し、活発に意見交換

できる環境を整備することが必須となります。

リクルートワークス研究所　研究員

筒井健太郎
早稲田大学法学部卒業後、東京海上日動火災保険
入社。三菱UFJリサーチ＆コンサルティング、セルムを
経て2022年より現職。2019年名古屋商科大学大
学院マネジメント研究科修了。修士（経営学）。研究
領域は人材開発、リーダーシップ開発、男性性研究など。
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　インクルージョンとは多様な背景やキャリアを

持った人たちが集い、一人ひとりの個性を尊重し、

能力が発揮できる場を作るということですが、ど

んな人材であっても、個性を尊重し、包摂してい

きましょうという意味ではありません。あくまで、

会社と社員、双方の活性化と成長を図るための包

摂であり、 「会社が全部悪い」「自分はずっとこう

やってきたからこのままで行く」といった、個性

から外れた“我”ばかりを主張したり、ほかの社

員と協調して業務を行わなかったりするなど、企

業秩序を大きく乱す“問題児”の社員はその対象

ではありません。

　また、社員が会社に対し声を上げることは、憲

法上も保障されている表現の自由との関係で、直

ちに制限することはできませんが、特定の人格批

判や企業秩序を乱すような内容は制限の対象にな

り得ます。　

　ただ、会社に対する違和感の表明の手段として、

典型的には内部通報の制度を利用しているケース

がありますが、実際の通報の内容を見ると、私の

実感するところ、明らかに企業秩序を大きく乱す

問題児が絡む内容ではなく、本人と上司、あるい

は部署同士のコミュニケーション不足からくる不

満にとどまるものが大半です。

　たとえば、異動やキャリア採用で新しく上司に

なった人が自分のこれまでの経験値に基づくやり

方に固執し、仕組みや仕事のプロセスをすべて変

えることがあります。それに対して部下が、「新

しいやり方を押しつけるのはハラスメントではな

いか」と訴えるケースがあります。

　また、部署間で仕事の進め方についてそれぞれ

に見解があり、言い争いを延々とやめないケース

では、それぞれの部長が「これはハラスメントに

当たるのではないか」と、相談するケースも少な

くありません。

問題行動を起こす人材、 
不活性人材への対策とは

　こうしたコミュニケーションの不足を埋めるた

めの仕組みづくりをよく助言しますが、この過程

こそがインクルージョンを促進する作業といえる

かもしれません。

　暴言を吐いたり、上司の指示命令をすべて無

視したりする人に対しては淡々と注意指導を行え

ばいいでしょう。それでも頑なな姿勢を貫き、聞

き入れようとしない場合は業務指示違反などとし

て、懲戒処分にすることも考えられます。一方で、

本人に悪気はないのに、何度業務改善の指導をし

ても行動が改善されず、自己流に固執し失敗を繰

り返してしまうような場合には、能力不足と見な

したうえで、配置換えや、最終的には退職勧奨を

行うことも現実味を帯びます。退職勧奨を行う場

合、本人に断られることを想定して、その後の対

応の準備を重ねておく必要があります。

　よく問題になっているのは、大きな問題は起こ

さないものの、仕事上の貢献がほとんどなく、「静

かな退職」を地で行くような不活性人材です。こ

うした社員に対しては、仕事の遂行能力が本当に

ないのか、強みを備えているものの、それが生か

されていないのか、会社側はそこをまず見定めた

うえで、時間をかけて対処すべきです。

　以前の日本企業は、そうした社員に対し、“干す”

という対処をする場面も多く見られました。一人

前の戦力とは見なさず、何をやらせてもトラブル

を起こすだけだから、何もやらせないほうがいい

という理由です。干す行為は、現在ではハラスメ

ントに該当しかねない行為でもありますから、最

近は前よりもケースとしては減り、むしろ戦力に

なりにくい人は早めに社外に機会を求めさせたほ

うがいいという見方が増えてきています。ただ、

問題行動のある社員にどう向き合うか
インクルージョンの対象を考える
一人ひとりの個性を大事にするというインクルージョンは、
すべての社員に適用されるべきだが、
一方で問題行動をとる社員にはどのように向き合うべきか。
労務問題に精通する弁護士、大村剛史氏に聞いた。

1 インクルージョンをめぐる
誤解と混乱に物申す
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ある企業では、2年ほど自宅待機させて干してい

た不活性人材を、その後、解雇しようとしたので

すが、２年間の自宅待機中、業務をしていなかっ

たために解雇事由がないことから、解雇のハード

ルが高くなり、大いに苦労したケースがあります。

　業務上の問題を抱える社員がいる場合、人事や

総務が直属上司と連携し、早い段階できちんと把

握しておくべきです。裁判になると、解雇に相当

する事由の立証責任は経営側が負うことになりま

すので、口頭になりがちな注意を、できるだけメー

ルや書面で行うようにし、万が一の場合の証拠を

積み重ねておくことをお勧めします。

　ただ、こうした措置は中規模以上の会社であれ

ば、人事や法務がしっかり動く場合が多いですが、

スタートアップなどの企業では、なかなかこの対

応ができません。人数規模の小さい企業では、バッ

クオフィス部署がなく、管理職も目の前の現業に

追われているため、部下のマネジメントを行うの

が難しく、時には社長自らが対応している企業も

散見されるなど、現実的な問題が見受けられます。

　日本の場合、解雇法制が企業に厳しく、また、

解雇の金銭解決も法的に認められていないため、

1人を解雇するための負担が非常に大きいことが

悩みです。解雇の金銭解決については、厚生労働

省の労働政策審議会等で政労使の三者による議論

が何度も行われていますが、いずれも実現には至

らず終わっています。

社員一人ひとりの意見を 
集約できる場を作っておくべき

　では、日頃からインクルージョンを意識し、推

進していくにはどうしたらいいのでしょうか。

　私は一般社員が各自の個性を発揮できるよう

に、若手やキャリア採用者を含め、業務に関し、

社員一人ひとりの意見を聴取し、議論できる意見

集約の場を作っていくことがそれを実現する方法

の１つと考えます。

　意見集約の場を作るきっかけとしては、たとえ

ば前述した部署間の問題や上司・部下の問題が生

じたケースで、再発防止のため、部署間、上司・

部下の連携についての問題点を整理して、相互の

コミュニケーションが問題なのであれば、その問

題のなかで、社員一人ひとりの意見を尊重しつつ、

意見が集約できる場を作り上げることが考えられ

ます。また、こうした現実的問題が生じていない

場合は、現状の困っている点などを社内アンケー

トなどで明らかにするのも手だと思います。

　そのなかで、包摂が行きすぎてしまい、オーバー

インクルージョンに陥らないよう、会社として基

本的なレールは敷き、その基本的なレールの具体

的な中身について、一人ひとりの社員の裁量と意

見を集約できるような形で体制を作りつつも、そ

の基本的なレールからも逸脱するような社員に対

しては「そこは違う」と言えるような体制を作っ

ておくことも重要です。

三浦法律事務所　パートナー弁護士

大村剛史氏

2002年東京大学法学部卒業。2007年弁護士登
録。同年牛島総合法律事務所勤務、2011年高井・
岡芹法律事務所勤務を経て、2019年より現職。
2014年より経営法曹会議会員。
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Column

デルに撮影すれば、結果として男
性中心社会が作り上げてきた女性
像を再生産してしまう。だからこ
そ、自らを被写体とするセルフポー
トレートという方法が選ばれたの
です」と、笠原氏は説明する。
　セルフポートレートは、撮影者
と被写体が同一という独特の表現
形式を通じて、既存の女性像を
問い直す試みだった。女性たちは
女性の社会的役割やセクシュアリ
ティ、さらに個人と社会の関係そ
のものを再検討し、新しい価値観
を提示しようとした。「この現象は
表現の問題であるのと同時に、権
力構造の問題でもあるのです」（笠
原氏）

マジョリティの価値観が
標準として機能する社会

　表現の背後にある価値観は、自
然に生まれるものではない。社会
のなかで歴史的に形成され、共有

　笠原氏は、東京都写真美術館の学芸
員として働き始めて間もない1991年、
「私という未知へ向かって　現代女性セ
ルフ・ポートレイト」という展覧会を企
画した。日本の美術館において、フェ
ミニズムやジェンダーの視点をはじめ
て明確に掲げた、先駆的な試みだった。
この展覧会の背景には、1960～1970
年代以降、世界各地で女性アーティス
トがセルフポートレートという表現に取
り組み始めた現象があった。なぜ彼女
たちは、他者ではなく自分自身の撮影
という方法を選んだのか。
　笠原氏によれば、近代以降の美術史
は社会のマジョリティである男性の視
線によって形づくられてきた。女性は
表現の主体というより、描かれる対象
として位置づけられることが多かった。
女性は、他者の視線によって意味づけ
られる存在として語られてきたのだ。
「その社会のなかで生きる女性は、知ら
ず知らずのうちに“見られる女性像”を
内面化してきました。ほかの女性をモ

されてきたものだ。作品に表れる
不均衡は、そのまま社会の不均衡
を映し出している。
　では、1991年の展覧会から30年
以上が経過した現在、その構造は
変わったのだろうか。笠原氏の答
えは「否」である。「近年、女性館
長が増えたといわれますが、ゼロ
が一になったというだけかもしれ
ません。半々になってはじめて、“変
わった”といえるのではないでしょ
うか」
　実際、学芸員の女性比率は高い。
しかし館長や管理職といった意思
決定層を見ると、依然として男性
が多数を占めている。女性比率の
上昇も、非常勤や嘱託職員の増加
によるものも多い。この状況は、
美術館の世界に限った話ではない。
政治、企業経営、さらには所得構
造においても、女性の割合は今も
低い。
　とはいえ、ジェンダーの問題は
数だけでなく、価値観の閉鎖性の
問題でもあるという。「男性を中
心としたマジョリティの価値観が、
無意識のうちに標準として機能し、
それ以外の視点を周縁化してしま
う。その構造を自覚し、多様な価
値観を受け入れることができなけ
れば、真の変化は生まれない。イ
ンクルージョンとは、価値観を再

インクルージョンは“慣れ”ではなく“訓練”
価値観に揺さぶりをかける場としての美術館

長野県立美術館館長の笠原美智子氏は、学芸員としてのキャリアの初期から一貫して
フェミニズムやジェンダーの視点で展覧会を企画し、表現の背後の社会構造を問い続けてきた。

現在、全職員を挙げて取り組む「インクルーシブ・プロジェクト」では、
来館者のみならず、職員たちにも価値観の変容をもたらしている。

どのような場をデザインしているのだろうか。

インクルージョンの場のデザイン　　　　❶ アート

障がいのある方のための特別鑑賞日（写真左）、長野市の善光寺や山々が
見られるソファ（写真中央）、車椅子研修（写真右）

Text=入倉由理子  Photo=伊藤 圭（25P）、長野県立美術館提供（24P）
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空間の広がりを身体感覚として捉
え直す、というように異なる感覚
が交差することで、作品の見え方
そのものが変わるのです」（青山氏）
　青山氏の言葉は、インクルージョ
ンとは、違いを単に受け入れるこ
とではなく、違いに出合うことで
自分自身の見方が変わることだと
教えてくれる。

ソファで寝ていてもいい
何もせず休みに来る場で
あっていい

　長野県立美術館のインクルーシ
ブ・プロジェクトでは、館長をはじ
めとして、副館長、管理職、総務、
広報、学芸員といったすべての部
署の職員が準備に参加し、現場に
立つ。組織全体で来館者と向き合
う仕組みになっている。
　全員が、車椅子に乗って館内の
動線を回り、段差や通路の幅、ド
アの重さ、展示ケースの高さ、解
説文の文字サイズなどを身体で確
かめる。視覚障がいのある来館者
の誘導を実際に体験する。「こうし
た経験をすると、全員が何かに気
づきます。たとえば、展示室の解
説文の文字が小さいこと。立った

編することなのです」（笠原氏）

違いを受け入れるだけでなく
違いと出合い、見方が変わる

　こうした笠原氏の思想は、長野県立
美術館が展開する「インクルーシブ・プ
ロジェクト」とも親和性が高い。この
プロジェクトをリードする学芸専門員
の青山由貴枝氏は、「本来、美術館とい
う場所はインクルーシブであるべきで
す。長野県立美術館では、インクルー
ジョンを単なる理念にとどめず、2021
年のリニューアルに伴い組織的な事業
として再設計しました。障がいのある人、
子どもなど美術鑑賞にハードルを感じ
る人を待つだけではなく、『あなたのた
めの日です』と明確に伝え、『場をひらく』
ことを目指しています」と話す。
　その象徴が「障がいのある方のため
の特別鑑賞日」である。感覚過敏のあ
る来館者や静かな環境を必要とする人
のために、音や光の刺激を抑えた環境
を整える。　
　また、視覚障がいのある人とともに
作品を鑑賞するプログラムもある。見
える人と見えない人が同じ作品の前に
立ち、それぞれの感覚と言葉を持ち寄っ
て作品について語り合う。
 「見えない人と一緒に作品を見ると、『今
まで見えていなかったことが見える』と
皆さんおっしゃる。色彩に注目してい
た鑑賞者が素材の質感や構造に気づく。

まま鑑賞することが負担になる人
のために、椅子を置いたほうがよ
いこと。これまで当然だと思って
いた展示のあり方が、別の視点か
ら見直されていきます」（青山氏）
　視点が変わることで「健常者中
心」という無意識の閉鎖性が揺ら
ぎ、価値観が変わる。青山氏は、「イ
ンクルージョンは“慣れ”ではなく
“訓練”」だと強調する。異なる価
値観や身体感覚に繰り返し触れ続
けることで、少しずつ視界が広がっ
ていく。
 「ソファで寝ていてもいい。展示
をすべて見なくても、疲れた人が
何もせず、休みに来る場所であっ
ていいのです」と笠原氏は言う。
　長野県立美術館には、身体をゆっ
たりと預けられるソファが置かれ、
実際に来館者がうたた寝をするこ
ともある。誰もそれを咎めない。
　笠原氏の言葉は、美術館の価値
を「成果」に還元しない、インク
ルージョンとは、「役に立つ人」だ
けを歓迎することではないという
宣言だ。しかし、だからこそそこ
に異なる価値観や身体感覚が共存
し、変化という「成果」が得られ
るのだろう。

学芸課 学習係長
学芸専門員

青山由貴枝氏（写真右）

広報・マーケティング室

浅野井愛未氏（写真左 ＊所属は取材時）

長野県立美術館　館長

笠原美智子氏（写真中央）

明治学院大学、シカゴ・コロンビア・カレッジ大学院修士課
程修了。東京都写真美術館などを経て、2018年に石橋
財団アーティゾン美術館副館長。2024年4月より現職。
著書に『ジェンダー写真論　増補版』（里山社）などがある。

広報・マーケティングを担当する浅野井氏は、長野県立美術館という職場もインク
ルーシブだという。「家庭の事情でどうにもならないときに子どもを連れてきてOKと
言ってもらえたこともあります。"館長”と呼ぶと叱られるので、常に"さん付け”です」
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　現在のような不確実性の高い環境で企業が競争

力を高めていくためには、DE&Iが重要であると

されています。しかし、多様な人たちをただ受け

入れるだけでは、それぞれがバラバラに存在する

だけで組織としてのまとまりを欠くことになって

しまいます。多様性を包摂するにしても、どこか

で同質性が必要です。

　ただし、同質性を求めすぎると、閉塞感の強い、

いわゆる「村社会」になってしまう。今、日本の

多くの企業は、DE&Iを掲げながらも、この村社

会を引きずった状態にあるわけです。少なくとも、

不断のイノベーションを起こすことによって競争

力を高めていこうとするなら、このままでいいわ

けはありません。では、本来的な意味でのインク

ルージョンを実現するためには、同質性に関して

どこに線を引くべきか。これを明らかにしていく

のが本稿のテーマです。

集団凝集性の「一糸乱れず」という 
強みが通用しなくなっている

　では、村社会型の組織、いわば集団凝集性の高

い組織はいったい何が問題なのでしょうか。まず

はその特徴やメリット、デメリットを整理してお

きましょう。

　集団凝集性には、チームリーダーのみならず、

私たちすべてにとって麻薬のような効果がありま

す。組織の集団凝集性が高く、しかもその集団内

で自分がやるべきことがしっかりとわかっている

状態ほど心地よいものはありません。集団と自分

自身のアイデンティティの重なり合いが強いと、

人は自ずと「なんとかしてこの集団にとどまりた

い」「この集団を維持しよう」と考えるようにな

るのです。

　このように、集団凝集性の高い組織はメンバー

が価値観の相違で衝突することが少なく、一致団

結して動けるため効率がいい。ですから、多くの

リーダーは自分の率いる組織の集団凝集性を高め

たいと考えます。

　共同作業をベースとする稲作によって発展して

きた日本の社会は、そもそも集団凝集性が高くな

る傾向があります。実は、この集団凝集性の高さ

が日本の高度成長を支えたともいえます。一糸乱

れぬ組織で目標達成に向けて頑張る、こんな姿が

思い浮かびます。しかし、今や時代は変化し、産

業の勝ち方が変わっています。集団凝集性が高い

組織の「一糸乱れず」という強みがあまり効かな

くなっている。それでも、日本の組織はこの戦い

方しか知りませんから、30年以上ももがき苦しん

できたのです。

　現在の状況では、集団凝集性の高い組織のデメ

リットが目立つようになります。

　その1つが、強い規範意識によって、新しい発

想や個々の自律性を阻害するという問題です。そ

もそも集団凝集性の高い組織が高いパフォーマン

スを発揮するには「我々は高い成果を出すんだ」

という共通認識（＝成果規範）が必要です。そのう

えで、「何を大切にすれば競争に勝てるのか」と

いった“勝利の方程式”ともいうべき行動規範が

求められます。今の日本の組織には、過去の成功

体験に縛られた昔の行動規範がそのまま残ってし

まっています。たとえば、スピードより作り込み

を大切にする、1つのミスも許さない完璧さを求

める、といった具合です。さらにこの規範を徹底

すべく、減点方式の文化と相互監視を生み出して

Text=伊藤敬太郎  Photo=刑部友康

同質性の高さと自律性の高さの
アウフヘーベンがリーダーの役割
価値観の共有によって組織の一体感を高めることは重要だが、
行きすぎれば過度な同質化や同調圧力を生み出す。
包摂はどう線を引くべきなのか。
組織心理学・組織行動論を専門とする野田稔氏に
健全なインクルージョンの条件を聞いた。

2 インクルーシブリーダーシップの
あり方を問う
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います。その結果、失敗への過剰な恐怖が蔓延し、

ストレスフルになっているのです。

　さらに、集団凝集性の高い組織に起きやすいの

が集団浅慮です。その典型例が、集団のメンバー

があまり考えずに同じような行動をする同調行動

であり、雰囲気で組織全体が危ない方向に一気に

動くリスキーシフトです。リーダー自身がこの集

団浅慮の罠にはまると、まず抜けることはできま

せん。

自律性の高い組織を実現するには 
心理的安全性がキーワードになる

　さて、このような組織のあり方が日本企業の成

長を阻害していると考えたとき、よく出てくるの

が、同質性の高さと自律性の高さのどちらを選ぶ

かという議論ですが、私はこの議論自体が間違っ

ていると考えます。一気に正反対の組織に変貌す

ることなどできませんから。これらはまさに「正」

と「反」の関係にあるため、アウフヘーベンして

「合」を目指すしかありません。弁証法的な進化

が必要なのです。

　そこで改めて注目すべきなのが、心理的安全性

を高めることです。心理的安全性というと、ぬる

ま湯的な環境をイメージする人も多いですが、実

はまったく違います。「ありのままの自分でいるこ

とを周りが認めること」というのが、生みの親で

ある心理学者エイミー・エドモンドソンやGoogle

の本来の定義であり、みんながありのままだから、

当然そこでは対立も起こり、説得も必要になりま

す。心理的安全性が高いということは、実は個人

にとって精神的に負荷が大きい。それでも、根底

に信頼関係や相互尊重があるから、プレッシャー

に耐えることができるという状態なわけです。

　この信頼関係や相互尊重でポイントになるの

が、まず目的意識の共有化です。さらにここだけ

は欠いてはいけないという共通善の共有。そして

個人には成熟度を高めることが求められます。こ

こでいう成熟度とは、利他主義や誠実さに基づい

た組織市民行動ができるかということ、さらに、

過去の自分にとらわれたり、未来の不安に絡め取

られたりせず、「今、ここ」で正しいと思うこと

に集中できる心理的柔軟性を備えていることなど

を挙げることができます。つまり、非常に大人な

状態ということです。先ほど触れた「合」の答え

がまさにこれです。

　このアウフヘーベンを実現するためには、リー

ダーの役割が非常に重要となります。オープンな

風土を醸成し、かつ、あえて反対意見を述べる「デ

ビルズ・アドボケイト（悪魔の代理人）」を設ける

など、構造的な仕掛けによって組織を揺らすこと

が必要です。そして、揺らすことによってメンバー

が疲弊しないよう、一方では、職場の心理的安全

性を確保し、先ほどの信頼関係や相互尊重をしっ

かりと作っておかなければなりません。

　日本の組織が伝統的に培ってきた集団凝集性の

メリットを生かしつつ、多様性の強みを最大限に

発揮するインクルージョンをどのように実現して

いくか。非常に難しい課題ですが、今、日本の組

織のリーダーには、このハードルの高いチャレン

ジが求められているのです。

明治大学大学院
グローバル・ビジネス研究科　教授

野田 稔氏

野村総合研究所、多摩大学経営情
報学部助教授、教授、リクルート新規
事業担当フェローなどを経て、2008
年4月より現職。専門分野は組織論、
経営戦略論、ミーティングマネジメント。
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　インクルージョンは人的資本経営や組織変革と

結びつき、単なる人事施策や価値観の問題ではな

く、経営そのものの持続性を左右する論点として

位置づけられるべきだと考えます。その背景にあ

るのは、日本企業にとってイノベーションが不可

欠な課題になっているという現実です。市場環境

の不確実性が高まるなか、既存事業を磨き込むだ

けでは競争優位を維持できない。「両利きの経営」

が示すように、これからの企業には、既存事業の

深化と、新たな可能性を探索する営みを同時に進

める力が求められています。

 「探索」とは、新しい技術や市場を外から持って

くることだけではありません。異なる経験や専門、

価値観を持つ人々の知が組み合わさることで、こ

れまでにない発想を生み出す営みでもあります。

イノベーションは、単一の知識や経験の延長線上

には生まれない。離れた知と知が組み合わさるこ

とで、はじめて新しい価値が立ち上がります。そ

して、その知を担っているのは人間です。だから

こそ、組織に多様な人材が存在することがまず前

提となる。しかし、多様な人材が“いる”だけで

は十分ではないのです。

　異なる知や視点が引き出されず、交わらなけれ

ば、イノベーションにはつながらない。多様な人

たちが、それぞれの知を発揮できる状態にあって

こそ、ダイバーシティは価値を持ちます。このと

き問われるのが、インクルージョンです。インク

ルージョンとは、多様な人材を受け入れることそ

のものではなく、多様な知が引き出され、生かさ

れる状態を作ることにほかならないのです。

　では、どうすればそのような状態が作れるので

しょうか。私は、日本企業でのインクルージョン

に必要なことは、ほぼすべて心理的安全性に帰結

すると考えています。

心理的安全性を高める 
カルチャーを本気で設計する

　日本企業では、せっかく多様な人材を採用して

も、その人たちが自由に意見を言えないケースが

少なくありません。会議では上司が話し続け、部

下は「正解らしきもの」を探しながら沈黙してし

まう。これは、「多様性の無駄遣い」です。部や

課の会議で、部長や課長がずっと喋っているのは、

本当に意味がない。説明なんて事前に動画で済ま

せればいい。会議は、いろいろな意見を出す場で

あるべきです。

　多様な組織では、当然ながら意見が割れ、会議

は揉めます。しかし、その摩擦こそが価値の源泉

であり、違和感のある意見を排除した瞬間、心理

的安全性は失われてしまいます。多様な人がいる

価値は、その価値を貢献として十分に発揮するた

めに、言いたいことを言えるところにある。それ

を可能にする状態が、インクルージョンです。

　日本企業が心理的安全性を確保しにくい背景に

は、過去の成功体験の強さがあります。これを私

は、人間の認知バイアスとして捉えています。人

間は、うまくいった経験に引きずられる生き物。

道徳の問題ではなく、認知の問題なのです。

　かつて成功したフレームワーク、そのなかで組

織を強く率いたリーダー、積み重ねられた意思決

定の仕組み……。これらが組織に深く浸透すれば

するほど、人は同質化し、異なる視点が入りにく

くなります。結果として、変化対応力は低下して

いきます。人は組織に染まるものであり、同質化

を完全に防ぐことはできません。だからこそ、多

様性と心理的安全性をセットで高め続けるための

カルチャーを、戦略的に設計するという視点が求

められます。

沈黙もできるリーダーこそが
多様な知を生かせる雄弁な組織を作る
会議で最も長く話しているのは、誰だろうか。
多くの組織では、役職の高い人ではないか。
しかし、イノベーションが求められる時代に、その構図は通用しないと、
早稲田大学ビジネススクール教授の入山章栄氏は言い切る。
多様な知を引き出すインクルーシブリーダーシップのあり方とは──。

Text=入倉由理子  Photo=入山氏提供
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　私から見れば、日本企業はカルチャーを本気で

作っていない。見栄えのいいパーパスやバリュー

は掲げるけれど、行動に落とし込んでいないので

す。組織には経路依存性があり、どこか1つだけ

変えても意味はありません。制度や意思決定の仕

組みに基づき、どんな行動を許す・許さないのか

を明確にしてそれを徹底することではじめて変化

が起こります。GoogleやAmazonが強いのは、

カルチャーを“言葉”ではなく“行動”として埋め

込んでいるからです。心理的安全性が大事だとい

うなら、失敗した人を叱らない、役職名ではなく

“さん付け”で呼ぶなど、より具体的な行動のルー

ルが必要になります。

「その話、もっと聞かせて」 
「今の意見どう思う？」と促す

　心理的安全性を促す行動の体現者となるべく、

最も変わるべき存在は管理職です。これからの課

長や部長は、喋ったらダメ。目指すべきはテレビ

番組『アメトーーク！』の蛍原徹さんだと思うの

です。

　カリスマ的な司会者が中心となり、人数が多く

ても１対1のコミュニケーションが繰り返される

ような番組は多くあります。話している量は、司

会者が圧倒的に多い。一方、『アメトーーク！』

の蛍原さんの司会は、出演者同士が喋るように場

を回す、まさにファシリテーションです。

　テーマごとに異なる芸人が集まり、それぞれが

異なる経験や視点を持ち寄ります。笑いは司会者

の巧みな話芸から生まれるのではなく、出演者た

ちの自由な発言によって生まれます。司会者が全

部説明したり、オチを言ったりしたら番組はつま

らなくなる。大事なのは、「その話、もっと聞か

せて」とか、「今の意見、ほかの人はどう思う？」

と促すことなのです。

　この構造をそのまま組織マネジメントに重ねる

と、多様な人材が集まる会議で、上司が結論を先

に言ってしまえば、部下は「正解を当てにいく」

姿勢になってしまいます。結果として、場は静ま

り返り、異なる視点や考え方は表に出ない。会議

でいちばんやってはいけないのは、上司が喋りす

ぎることです。会議は、意見がぶつかり合う場で

あるべきです。

 『アメトーーク！』が成立しているのは、出演者

が「何を言っても大丈夫だ」という安心感を共有

しているからでしょう。多少ズレた発言をしても、

即座に否定されることはなく、むしろ、そのズレ

こそが笑いの起点になります。組織でも同じで、

違和感のある意見が出たときに、「それ面白いね」

と言えるかどうか。それが心理的安全性であり、

インクルージョンが発動した状態です。

　司会者＝管理職の役割は、目立つことではあり

ません。異なる声が交差し、場が豊かになるよう

に回すことにあります。「これからの管理職は喋

らないほうがいい」というのは、決して極論では

ないのです。違和感のある発言、ズレていると思

えるような発言をする人を面白いと感じ、その人

の発言に耳を傾けられるかどうか。沈黙もできる

リーダーこそが、多様な知を生かせる雄弁な組織

を作るのだと思います。

早稲田大学ビジネススクール 教授

入山章栄氏

慶應義塾大学経済学部卒業、同大学院経済
学研究科修士課程修了。三菱総合研究所勤
務を経て2008年に米ピッツバーグ大学経営大
学院よりPh.D.（博士号）を取得。同年より米
ニューヨーク州立大学バッファロー校ビジネスス
クール助教授。2013年より早稲田大学ビジネ
ススクール准教授。2019年より現職。
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　安部氏は米系企業などを経てフィリップス・

ジャパンに入社した。社長就任前は、在宅医療の

領域であるスリープ＆レスピラトリーケア部門の

事業部長を務め、ジャスパー・ウェステリンク前

社長から経営のバトンを託された。

　オランダに本社を置くフィリップスは、グロー

バルでD＆Iの取り組みが進んでいる。安部氏自

身、アメリカで勤務していたときの職場は同国で

教育を受けた社員が多数を占めたが、フィリップ

スに転職してからは欧州各国や北米・南米、アジ

ア地域など、実にさまざまな国籍の社員と一緒に

働くことになり、人材の多様さを実感したという。

 「日本のユーザーや顧客の多くは、当社の本社所

在地を知らないのでは。『本拠地』をあまり意識

させないのは、組織が本当の意味で『グローバル』

な証しだと感じますし、人材の多様さが、企業カ

ルチャーに大きな影響を与えているとも思います」

　安部氏は社長就任の際、本社の人事担当役員に

「事業運営は、人を中心に置いて考えることが大

事だ」というアドバイスを受けた。このことによっ

ても、本社経営陣のインクルーシブな経営に対す

る「本気度」がうかがえたという。

 「私も社長として、社員一人ひとりが高い意欲と

エンゲージメントを持って働く組織を作りたいと

考えています。そうすれば個人の力が自ずと足し

算され、企業パフォーマンスの向上や前向きなカ

ルチャーの醸成につながるはずです」

事業運営をローカル化 
市場ニーズに柔軟に対応

　フィリップスは日本で既に70年以上事業を展

開し、シェーバーなどの家電製品や医療機器など

の分野でシェアを獲得してきた。安部氏は、組織

が日本に根付いた要因として「本社のやり方を一

方的に持ち込むのではなく、ローカルに合わせて

事業を運営しているからではないか」と分析する。

 「当社には『ローカル・トゥ・ローカル』という

言葉があり、現地調達やカスタマイズを通じて、

その国の顧客に最適なサービスを提供することを

重視しています。現地法人にも広範な裁量が与え

られており、日本法人が独自で提供するサービス

も多数あります」

　製品のハードウエアは大半がグローバル共通だ

が、本社の承認を得たうえで、製品に組み込むソ

フトを日本企業と協働で開発したり、基幹システ

ムを日本のマーケットに合うようカスタマイズし

たり、といったことが頻繁に行われている。ヘル

スケア産業はその国の社会保障制度と密接な関係

にあり、国ごとに異なる規制に対応しなければな

らない。こうした事情もあって、各国の現地法人

はその国の法規制と全世界共通の「ジェネラル・

ビジネス・プリンシプル」というルールの範囲内

で、その国ならではのサービスを展開している。

 「経営的にはグローバルで標準化したほうが、コス

トダウンも管理もしやすいでしょう。国ごとにサー

ビスが変わると、組織が複雑になる面もあります。

しかし各国のお客さまのニーズと規制に柔軟に対

応するため、あえてローカル化を選択しています」

　さらに組織内部でも、現場のマネジャーに幅広い

裁量が与えられている。たとえば人材育成に関して

も、コンプライアンス教育のようなベーシックな部

分は組織として共通化されているが、それ以外に

何をするかは各部門にある程度、委ねられている。

 「各部門の統括者が人事担当者と相談し、必要だ

と判断したトレーニングを独自で行うことも可能

です」 

　各部署が「一人ひとりが活躍できる」ような運

営を行っているかどうかを見る指標の1つとなっ

ているのが、年2回の「エンゲージメントサーベ

イ」の結果だ。各部門のマネジャーは、部署ご

人材も国も「違い」を認める
現場に裁量委ね経営を柔軟化
フィリップスは組織の多様化を進めるとともに、現地法人に裁量を委ね
地域に合わせた事業を展開することでグローバルに成長してきた。
2026年3月にフィリップス・ジャパン代表取締役社長に就任した安部美佐子氏に、
国や人材の「違い」を受け入れることの意義を聞いた。

Text=有馬知子  Photo=刑部友康
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とに示されるエンゲージメントスコアの変化を見

て、チームの状況をある程度把握している。

 「スコアが高い職場はメンバーが意見や提案を出

しやすく、自分たちが事業にコミットしていると

いう充実感を持っていると考えられます。マネ

ジャーの多くは、たとえばスコアが低下したら部

下への接し方を見直すなど、現場の改善に役立て

ています」

「人の役に立ちたい」が共通項 
医療改革に貢献したい

　フィリップスはグローバル本社から現地法人

へ、現地法人から現場のマネジャーへと権限を

委譲することで、国や人の「違い」を受け入れ経

営に生かしてきたといえる。「性別も国籍も、年

齢や経歴もさまざまな社員が集まっているので、

『フィリップスらしい』社員像を描くことも難し

い」と、安部氏は言う。

 「ただ『人の役に立ちたい』という思いを持って

いることは、多くの社員に共通しています。ミッ

ションである『Impact with care（ケアを通じて

世界に影響をもたらす）』も、こうした意識があ

るから浸透しやすいのです」

　本人の価値観に任せるだけでなく、ミッション

を各職場に根付かせる取り組みも行っている。た

とえばグローバルの経営陣と従業員が意見を交換

する「タウンホールミーティング」などの場で、

ミッションの重要性を発信し続けているほか、人

事評価システムでも、成果を出すプロセスに関し

ては、ミッションを念頭に置いて評価している。

　人を大事にするカルチャーが浸透していること

で、自ずとチームワーク重視の風土も醸成された。

「本社や海外法人の社員を見ても、マチュアな（成

熟した）人が多い印象です。複数の国の社員が議

論するときなども自分の意見ばかり主張せず、人

の意見を聞く姿勢が見られます」

　日本法人も、外資系にもかかわらず安部氏のよ

うに勤続年数の長い社員が多く、こうした社員の多

くが、長く働く理由に「人のよさ」を挙げるという。

 「仕事を通じて人の役に立ちたい、という方向性

が一致しているからこそ、メンバー同士の関係性

がよく、働きやすいのだと思います」

　一方、安部氏は日本法人の課題として、コミュ

ニケーションをこれまで以上に充実させることを

挙げた。同社にはオフィス系の職種については、

週3日は出勤するというグローバルのルールがあ

るが、コロナ禍以降、対面でのコミュニケーショ

ン機会が減った社員も出てきたためだ。「こうし

た社員に対しては、個別のフォローを通じてチー

ムとして実力を発揮できるようにするためのサ

ポートが必要です」

　グローバル本社から、日本法人への期待は非常

に大きいという。市場規模が大きいこともあるが、

海外諸国に先駆けて少子高齢化が進展しているこ

とも大きな理由だ。日本で培ったノウハウや技術

が、将来グローバルの市場でも役立つと考えられ

ている。

 「日本法人にはデジタル化などの支援を通じて、

日本の医療現場の変革に貢献することが求められ

ています。在宅医療と施設医療を結びつけ、患者

が病院から在宅へと円滑に移行できる環境整備な

どにも、一定の役割を果たしたいと考えています」

フィリップス・ジャパン
代表取締役社長

安部美佐子氏

消費財業界や投資銀行業界、ヘルスケアの業界な
どを経てフィリップス・ジャパン入社。スリープ＆レスピ
ラトリーケア部門の事業部長として約750人のメン
バーを束ねたあと、2026年3月1日より現職。
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　千葉県八千代市のやちよ総合診療クリニック

は1日350〜500人の患者を受け入れ、救急車の

受け入れ件数は市内第2位。それだけの負荷を抱

えながら、沖氏は「日本でいちばん笑顔が多いク

リニック」を掲げ、それを実装しようと努めてき

た。「患者が安心すれば、その家族も穏やかになる。

スタッフが幸せに働けば、地域医療の質も上がる

と信じています」（沖氏）

　沖氏は高校卒業後、将来の目標が定められずフ

リーターをしていた時期に、写真家ケビン・カー

ターが撮影した、ハゲワシが餓死寸前の少女を

狙っている写真を目にした。困難な状況にある人

を助ける存在になりたいと感じ、「国境なき医師

団」を目指して医学部に入学。救急医療と外科を

専門に選び、実際に赤十字病院の派遣事業により

ウガンダ共和国で外科医として活動した。

　研修医時代には、現場の過酷な勤務を体験した。

「医療現場には負のオーラが充満し、イライラし

て疲弊し、時には心の病まで患う。本来スキルも

ホスピタリティも高い人たちが、どんどん辞めて

いってしまう。医療の志が、組織によって削られ

ていく。その構造を変えたいという思いが、クリ

ニックの開業へとつながりました」（沖氏）

　同時に、総合診療クリニックとして、患者の幸

せの追求も目指す。「患者がどの科に行けばよい

かわからず、たらい回しになる現実を変えたい。

“断らない医療”を掲げています」（沖氏）

　だが、それは安易な患者満足度の追求とは異な

る。たとえば単に話を聞いてほしい人もいて、そ

こに時間をかけると本当に医療が必要な人を診る

ことができなくなる。「適切なトリアージと適切

な医療がより重要で、診療に必要以上の時間をか

けません。できるだけ多くの患者を受け入れたい

し、職員の労働時間の抑制も念頭に置かなければ

なりません。実際、職員の平均残業時間は月10

時間程度にとどまっています」（沖氏）

　沖氏のこうした考え方には、開業を決めてから

徹底的に学んだ経営学が影響している。「診療が

できることと、経営ができることは別です。僕自

身は、特に『 7つの習慣』をバイブルのようにし

て学びました。そして、学べば学ぶほど、人が経

営の中心だと確信したのです」（沖氏）

　給料を多く出して休みを増やすだけでは十分で

はないと気づく。試行錯誤を経てたどり着いたの

が、「働きやすさ」と「働きがい」の両立だった。

経営の中核機能CHOが 
仕掛ける組織設計とカルチャー

　沖氏のこの思想を、日々の組織運営のなかで具

体化しているのが、統括マネージャー兼CHOの

梅澤慶太郎氏だ。医療機関において、CHOを正

式役職として置く例はほとんどない。しかし同院

では、このポジションが経営の中核機能の1つだ

といっても過言ではない。梅澤氏は自身の専門

領域である放射線技師としての仕事の傍ら、クリ

ニックで働く職員全員の幸せをキーワードに、組

経営学を学んだ医師による
患者も職員も幸せになるクリニックの作り方

『「幸せなクリニック」の作り方』（講談社）の著者、やちよ総合診療クリニックの院長の沖一匡氏は、
職員の幸せの追求に重きを置いた組織づくりに取り組む。インクルーシブな経営を成立させる要諦とは。
そこでのリーダーの役割とは。沖氏とCHO（Chief Happiness Officer）の梅澤慶太郎氏に聞く。

セミナーやイベント、入社式
を担当する「幸せ係」という
チームがある。彼らは、「どう
すればみんなが楽しめるか」
を本気で考える。そのプロセ
ス自体がマネジメントの“練
習”になり、人材育成の機
会ともなっている。

Text=入倉由理子  Photo = 今村拓馬（33P）、やちよ総合診療クリニック提供（32P）

2 インクルーシブリーダーシップの
あり方を問う
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織開発、人材の採用・育成などをメインに担当する。

 「働きやすさ」の基礎に置かれているのは、良好

な人間関係だ。梅澤氏は「人間関係に全力投球し

ているクリニック」と表現する。

　まず、お互いなんでも言い合える職場づくりの

ために、組織設計を工夫している。医療は高度な

専門職であり、指揮命令系統は絶対だ。同クリニッ

クでも、診療における判断は医師が絶対的な責任

と権限を持つなど専門領域は厳格に守られている。

しかし、クリニックの経営に関わること、たとえ

ば採用・人材育成、各種イベントやSNSの運営な

どは別だ。それらの改善提案については、立場に

関係なく意見を言い合える状態を目指している。

　日常的な工夫もある。１つは朝礼だ。ここでは、

「ハッピー＆ニュース」を各人が共有する。内容

はたとえば、患者から感謝された、子どもがはじ

めて自転車に乗れた、読んだ本が面白かったなど

公私問わず日常的に出合ううれしかったこと、よ

かったことだ。それを全員で拍手して承認し、全

員でハイタッチを交わす。「医療の現場では、何

もしなければ、忙しさや大変さが際立ってしまう。

だからこそ、意図的にハッピーな空気で満たすの

です」（梅澤氏）

　宿泊研修旅行や日帰り旅行、新卒入社式、スポー

ツイベントも、同じ文脈にある。「宿泊は無理で

も日帰りなら参加できる。トライアスロンや登山

などハードなものは、応援参加も歓迎、というよ

うに、誰もが自分の都合や志向に合わせて楽しめ

るように工夫しています」（梅澤氏）

情動を律してミスを責めない 
責任はリーダーが取る

 「働きがい」の設計の基盤は、成長の道筋を明確

にしていることだ。キャリアラダーを整備し、半

年ごとに面談を実施する。そこでは業務評価だけ

でなく、将来の方向性や価値観についても対話す

る。「業務に追われていると、自分のキャリアを

言語化する時間はなくなります。あえて考える機

会を作ることが大事なのです」（梅澤氏）

　医療技術だけでなく、心理的安全性、マネジメ

ント、自己理解、ファイナンスなど、多様な勉強

会を開催し、院外のセミナーへの派遣も行ってい

る。また、職員自らが勉強会の講師になることも

ある。副業や起業を志向する職員を支援するなど、

キャリアの可能性を広げることにも力を尽くす。

「囲い込むのではなく、成長を支援する。これが

働きがいを生むと考えています」（梅澤氏）

　加えて、学生のインターンシップや外国人材

としてミャンマー人の受け入れを始めている。そ

の目的は、人材不足を補うためというよりは、彼

らから得る視点や知識が貴重だと考えているから

だ。ミャンマー人受け入れにあたっては、できる

だけ豊かなコミュニケーションを図ろうと、壁に

ミャンマー語を貼り出して、全員が勉強中だ。

　すべての人に適応を求めるのではなく、すべて

の人が自ら楽しめること、他者に寄り添う仕掛け

を作ること。これが、全員の幸せと成長に寄与し

ているといえそうだ。

　沖氏に、こうした組織のリーダーの役割を聞い

てみた。その答えは、「空気を作ることに尽きる」。

　前述の通り、心理的安全性を重視しているが、

医療の現場で求められるのは完璧さであり、それ

による緊張感はどうしても高くなる。「小さなミ

スは日々起こります。でも、情動を律して、決し

てイラッとした自分を表に出さないように努めま

す。ミスを責めない。最終責任は僕が取る覚悟は

ある。皆に求めるのは、どうすれば次はミスにな

らないかを考えてもらうことです」（沖氏）

　2020年の開業時点で17人だった職員数は、今

や55人にまで増えた。離職率は年間1割弱。人材

不足が常態化し、人材が流動的な業界において、

この数字こそが沖氏の「幸せの追求」の有効性の

証左だといえそうだ。

やちよ総合診療クリニック　院長

沖 一匡氏

2007年琉球大学医学部卒業後、国内で
の病院勤務を経て、2014年赤十字病院
の派遣事業によりウガンダ共和国で外科医
として活動。その後「国境なき医師団」と
してイエメンに派遣されたが、病院の爆破に
より断念。帰国後、クリニック開業を志し、
2020年11月に実現、現職に就く。

統括マネージャー
Chief Happiness Officer

梅澤慶太郎氏

2020年、やちよ総合診療クリ
ニックに放射線技師として入職。
2021年より現職。組織開発、
人材採用・育成に携わる。

イ
ン
ク
ル
ー
ジ
ョ
ン
が

起
動
す
る
組
織
へ

理
念
と
実
践

2
Section



34 Works No.195 Apr-May 2026

インクルージョンの場のデザイン　　　　❷オフィスColumn

Text=川口敦子  Photo=今村拓馬（35P）、ディー・サイン提供（34P）

ディー・サインのオフィス。人が集うことを意識している。

フィスづくりでは、そのバリュー
をいかに共有できる空間にするか、
実際の運用といかに接続できるか
という観点が大切になってきます」
と強調する。その意味で、オフィ
スづくりと社員の帰属意識（ビロン
ギング）、ひいてはインクルージョ
ンにはつながりがあるのだという。

人間関係を一歩進めるには
人と人をつなぐ下地づくりを

　ディー・サインでは、自社にも
人が集うための工夫を詰め込んで
いる。オフィスに入るとすぐ目に
付くオープンキッチンは、ふだん
はクライアント先へ出かけている
ことが多いメンバーが交流する場
として活用されており、メンバー
全員が集まる懇親会も定期的に開
催されている。
　オフィスの奥には人が立つ・座
るといういずれの姿勢でも利用可
能なテーブルが複数台設置されて

　日経ニューオフィス賞経済産業大臣
賞などの受賞歴のある長尾氏がオフィ
スづくりのプロジェクトマネジャーとし
て心がけているのは「戦略的にオフィ
スを作ること」。そのなかで昨今求めら
れることが多いのは、社員の帰属意識
を高める場所を作ることだ。
　2000年代初頭から楽天、ミスミグルー
プ本社やKADOKAWAなどのオフィス
づくりを手掛けてきた長尾氏。オフィ
ス内にカフェやバーコーナーといった
「井戸端会議」が発生するようなスペー
スを設けるなど、社内外のコミュニケー
ションを活発化させるための仕組みを
提案してきた。
　組織におけるコミュニケーション不
足は、社内における共通認識がおろそ
かになるだけではなく、創造的な仕事
の支障になりかねない。長尾氏は「会
社組織というのは、単に仕事上の目標
を達成するためのチームにとどまらず、
同じ価値観を持っている人たちが集ま
るコミュニティでもあるわけです。オ

いる。テーブル横に備え付けた大
きなロール紙を引き出して、書き
込みながらアイデアを出し合うこ
ともある。壁面のホワイトボード
にはメンバーの顔写真入りのマグ
ネットが並び、「花見で何をしたい
か」「休みにどこに行ったか」など、
さまざまなトピックでメンバーの
興味や関心をシェアできる。
 「求心力がある場所になるよう、
つくりだけではなく運用も意識し
ています」
　ここ数年で、多くの企業がオフィ
ス改築に投資を惜しまなくなって
きている。人が集う「行きたくな
るオフィス」を構築することで、
離職率低下や、採用活動などの組
織強化に貢献し、それが顧客や機
関投資家からの評価にもつながる
ことが１つの理由だ。
 「『オフィスづくりは経営戦略の一
環だ』と捉える経営者が多くなり、
オフィスを作る側から見ても風向
きが変わってきていると感じます」
　ただし、人が集まる場所を作れ
ば自然に人が集まってくると考え
るのは早計だという。
 「カフェコーナーがあるからといっ
て、知らない人同士の会話はなか
なか弾みません。セレンディピティ
を期待しても現実にはあまり起こ
らず、実は空間だけでできること

社員の帰属意識を高める
インクルージョン実現の手段としてのオフィス

ワークプレイスのプロジェクトマネジメント・設計を通じて
クライアントの経営課題の解決に取り組むディー・サインは、

国内外の大手企業やスタートアップ企業のオフィス移転・改修を多く手掛けてきた。
代表取締役社長の長尾成浩氏が考える、

経営におけるインクルージョンを実現するために必要なオフィスづくりの視点とは──。
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ディー・サイン　代表取締役社長

長尾成浩氏

中央大学商学部卒業。オカムラ、リン
クアンドモチベーションを経て2005年
にリンクプレイス（現ディー・サイン）
取締役就任。2019年より現職。

的だけでは、組織としての一体感
を醸成するには限界があるため、
会社がコミュニティとしての機能
も備え、社員間の共通認識を育ん
でいくことが経営上重要だ。そし
て、それは帰属意識やインクルー
ジョンの推進にも役立つのだと強
調する。
　そんな長尾氏は、社内の3者が
それぞれの立場でオフィスを作る
過程に加わることが重要だという。
　第1は、企業トップから役員まで
可能な限り多くの経営層の考えを
明確にすることだ。経営層がどん
な組織を目指し、その組織実現の
ためにはどんなオフィスにしたい
のか、またオフィスを通じて社員
や顧客、株主などのステークホル
ダーにどんなメッセージを送りた
いのかを明らかにしたうえで、そ
れをオフィスづくりに生かす。
　第2は、社内の担当者が関係者
間でオフィスづくりの方向をすり
合わせていくことだ。
 「上から降りてきた方針を一方的
に現場に伝えるのではなく、経営
層と現場の間に立ち、オフィスを
使う人の声を聞き取り、それを経
営側のベクトルとすり合わせてい
くファシリテーターとしての役割
が求められます」
　第3は、職場のキーパーソンに

は限られている。そこで大事になって
くるのが、人と人をつなぐ人間関係の
下地づくりです」
　長尾氏が具体策として勧めるのは、
オフィスの移転や改修のあとにイベン
トを設定したり、各種研修のような場
を活用したりして、他部署の人と話す
機会を積極的に作ることだ。
 「たとえば社内の営業研修で他部署の
人と5分間ディスカッションする時間が
あったら、その次にカフェコーナーで
ばったり会ったときに『先日はどうも』
というあいさつから話が発展していくか
もしれません。人間関係を一歩前に進
めるためには、設備だけではなく、人
間が介在する必要があるのです」

担当者は経営層と
現場の間に立ち
方向すり合わせを

　このように人が介在する必要性を長
尾氏が痛感するきっかけになったのは、
出社が控えられ、人が集まりにくくなっ
たコロナ禍のときのことだった。現在は
一部の企業でオフィスに回帰する動き
もある一方で、リモートワークやハイブ
リッド勤務も広がっており、以前と同じ
ような組織としての一体感を創出しに
くくなっているという。
 「特にコロナ禍以降に入社してきた社
員は、分散して働くことが標準となっ
ています。そのような働き方だと得てし
て人間関係は希薄になりがちなのです」
と長尾氏は指摘する。会社の売り上げ
の達成やプロジェクトの成功という目

もオフィスづくりの過程に加わっ
てもらうことだ。
 「社内で『この人が言うのであれ
ば、耳を傾けよう』と思われてい
る人たちを巻き込み、どんな背景・
意図でオフィスを作ろうと考えて
いるのかを十分に説明し、目的を
理解してもらい、それを現場に伝
えてもらうことが大切になってき
ます。これらのすべての過程を丁
寧に進めていくことは、結果的に
インクルージョンの醸成にも資す
ると思います」
　また、オフィスの作り手として、
あえてすべてを作り込みすぎない
ことも意識しているという。「ス
ペースにすき間があると何か手を
加えたくなるものではありますが、
大切なのは“余白”です。社会情勢
などの外部環境や、企業のステー
ジ変化といった内部環境の変化に
応じて使いながら用途を更新し、
フレキシブルに対応できる余白が
あるほうが、結果的に運用しやす
く活用できるオフィスとなると考
えています」
　オフィスは完成して終わりなの
ではなく、環境に応じて絶えず変
化していくものだ。組織に所属す
る人の成長、未来も含めて、いか
に包摂する空間になり得ているか
という視点が求められそうだ。
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　私は、インクルージョン以前の課題として、日

本の組織におけるダイバーシティの幅が、依然と

して限定的であると感じています。多くの日本企

業が海外市場を相手に海外企業と競争し、利益を

上げている以上、組織の多様性の幅をより一層広

げるべきです。

　ダイバーシティを推進する目的は、それが変革

のドライバーになるからです。かつての日本でよ

く見られた同質性の高い組織は、一見、調和し包

摂されているように映りますが、それはDE＆I

が目指す姿ではありません。多様性のないモノカ

ルチャーからは、変革の推進力は生まれません。

違いによる刺激を自らのエネルギーとして変革に

つなげていくことが、インクルージョンの力だと

思います。

　組織がイノベーションを創出できるかは、変化

を受け入れる土壌があるか否かにかかっていま

す。そして変化への受容性は、多様な刺激を与え

続けなければ育たない。ダイバーシティは、その

ための極めて強力な刺激の1つです。

　たとえば私が外資系企業で組織改革に携わった

際、最も大きなインパクトをもたらしたのは、日

本語を解さない外国人の部長を本社から招いたこ

とでした。職場に日本語以外の会話が生まれただ

けで、組織のカルチャーが劇的に変化しました。

同時に、それまで当たり前だと思っていた日本語

が通じる環境の希少性を再認識するきっかけに

もなりました。それまでは、女性従業員比率や採

用数といった数値目標の議論に終始していました

が、ジェンダーの枠を超えてダイバーシティへの

許容度が上がり、組織改革が一気に加速した実感

があります。

　私自身は、役員会で「空気を読まないおばちゃ

ん」であることを心がけていました。会議の場では、

重大な問題があるのに誰も触れようとしない「エレ

ファント・イン・ザ・ルーム（部屋のなかの象）」とい

う状態がしばしば起こります。そんなときに、あえ

て「ここに象がいますよ」と指摘することが、私が

最も貢献すべき役割だと思ったからです。

　日本の組織は、こうした広いダイバーシティを

受け入れることを恐れず大胆に進めるべきでしょ

う。異なる背景を持つ人々が活躍することによっ

て、変革へとつなげるノウハウを蓄積していく必

要があります。

人の可能性を引き出すことが 
組織のパフォーマンスに直結する

　人事官に着任して約4年が経ちました。現在、

人事院もまた、インクルーシブな組織への変革の

途上にあります。人事院は国家公務員の人事行政

を担当する国の機関で、総裁1人を含む3人の人

事官で構成されています。

　着任以前、私は日本マイクロソフトでCLO（最

高学習責任者）として人材育成に取り組んでいま

した。打診されたときは大変驚きましたし、職務

内容についても、当初は公開情報以上の知識は

持っていませんでした。

　それでも打診を受けることを決意したのは、「人

の可能性を引き出すことが組織のパフォーマンス

や個人の幸せに直結する」という信念があったか

らです。また、長年外資系企業に身を置くなかで、

日本を背負って各地域の担当と対峙する場面も多

Text=瀬戸友子  Photo=刑部友康

インクルージョンは
「変化をエネルギーに変えること」
ダイバーシティは、その最大の刺激になる
日本マイクロソフトのCLOから人事院人事官へと転身した伊藤かつら氏。
日本におけるDE＆Iは、施策や情報開示が先行し、表層的な取り組みにとどまる例も少なくない。
インクルーシブな環境づくりに取り組んできた前職の経験と、現在の立場から、
日本企業が変革を進めるために、どのようにインクルーシブなカルチャーを作っていくべきかを聞いた。
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く、日本という国への理解や思い入れが人一倍強

かったことも理由の1つです。

　国家公務員がよりよい環境で高い意欲を持ち、

パフォーマンスを発揮することは、国の未来に直

結する重要課題です。私は行政や人事制度の専門

家ではありませんが、現場での組織改革や人材開

発の経験は多く積んできました。激変する社会に

おいて、ルールをいかに改正するかだけではなく、

改正されたルールが現場でどう運用され、機能し

ているのか。制度と運用の両面を把握してこそ、真

に機能する人事行政が実現できると考えたのです。

環境整備とミッションの共有で 
変革が加速

　時代の要請に応える人事施策を展開するために

も、まず自分たちの組織そのものが変わらなけれ

ばなりません。その第一歩がデジタル改革でした。

　着任当初、説明に来る職員が、バインダーの資

料を山のように抱えてくることに驚きました。共

有端末も3キロほどある重いもので、Wi-Fiも行

き届いていないという環境でした。

　折しもデジタル庁が「GSS（ガバメントソリュー

ションサービス）」という共通プラットフォーム

を構築することになり、人事院がその第1号に選

ばれました。それまでの旧態依然としたシステム

からフルクラウドへ移行する際、使い勝手は劇的

に変わります。これは単なるツール導入ではなく、

DXであると位置づけ、職員自らが主体的に学ぶ

仕組みを整えました。

　具体的には、チャットの活用やファイルの共同

編集といったデジタルリテラシーの向上に取り組

みました。これは、組織にとって大きな転換点とな

り、「一部の人しか知らない」「地方には情報が届

かない」といった情報の偏在が解消され、デジタ

ルを通じたコミュニケーションが進んだのです。

　並行して、組織のミッション・ビジョン・バ

リューを策定しました。私たちの存在意義を問い

直し、「公務員を元気に、国民を幸せに」をミッショ

ンとして規定しました。制度の枠組みだけに終始

していては、こうした言葉は生まれません。現在、

このミッション・ビジョン・バリューを組織内に

浸透させている段階ですが、全員が同じ方向を向

くことで変革への推進力が生まれてきています。

　さらに、改革の仕上げとして取り組んだのが、

オフィスの移転です。新オフィスでは、幹部エリ

アの壁をガラス張りにして透明性を高めました。

秘書エリアはオープンスペースにし、職員の執務

フロアにはフリーアドレスを導入しています。

　オフィス移転のコンセプトは、若手職員で練り上

げた「バタフライ（蝶）」です。「超空間」「跳躍」「快調」

といったキーワードを挙げて、私たちの小さな組織

の改革が、バタフライエフェクトのようにほかの府

省へも波及していくようにとの願いを込めました。

科学的アプローチで 
変化を楽しむ文化を作る

　こうした一連の改革により、組織の視座が変わ

り、革新的な人事院勧告や抜本的な改革が徐々に形

になり始めています。今後もさらなる人事制度の見

直しを含め、必要な改革を実行していく予定です。

　変革の話をすると、「日本人は変化を嫌う」と

いう意見を耳にします。しかし、人間は誰もが変

化を嫌うものです。海外にチェンジマネジメント

の技法がいくつも存在するのが、その証左です。

　重要なのは、「あの人は変わらない」といった

感情論を排することです。変化には抵抗が伴うこ

とを前提に、科学的なアプローチで粛々と変革を

進めること。そして何より、楽しみながら変化を

取り入れることが肝要です。

　本来、未知の事柄を学ぶことは楽しいものです。

自分の成長にワクワクし、モチベーションが高ま

ることで、パフォーマンスにつながっていく。皆

がその楽しさを享受できるようになると、真にイ

ンクルーシブな組織として、さらに一歩先へ進め

るのではないでしょうか。

人事院 人事官

伊藤かつら氏

日本IBM、アドビシステムズを経て、日本マイクロソフト
で執行役員、常務カスタマーサクセス事業本部長を歴
任。2019年よりChief Learning Officer（CLO）と
してデジタル人材育成を担当。2022年4月より現職。
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　JPT設立のきっかけは、2019年10月に日揮グ

ループが分社化した際、一部グループ会社の障が

い者雇用率が「法定雇用率」を下回ってしまった

ことだった。法定雇用率を達成するため障がい者

を雇用しようとしても「1人も採用できない時期

もありました」と当時、採用を担当していた阿渡

氏は振り返る。

　阿渡氏自身、先天性の両上肢障がいがあり障が

い者雇用の枠組みで入社した。「身体障がい者は競

争が激しくなかなか採れない一方、精神・発達障

がいの当事者は体調に波があることなどを理由に、

最終面接で『リスクがある』と判断され採用を見

送られることが多かった。このままではいつまで

経っても法定雇用率を達成できないと思いました」

　日揮グループは当時、IT人材の採用難にも直面

していた。2017年に「ITグランドプラン2030」

を策定し、DXなどを通じた業務効率化を進めよ

うとしていたが、必要な人材を確保できずなかな

か取り組みが進まなかったのだ。

　阿渡氏は障がい者の偏在を解消するため、2021

年にグループ会社の障がい者雇用率を通算できる

「特例子会社」としてJPTの立ち上げを提案した。

ITスキルを持つ精神・発達障がいの当事者を採用

し、グループ内の業務効率化に取り組むことで「障

がい者」と「IT人材」という２つの採用難の解消

に乗り出したのだ。

「1人1業務」で力を発揮 
フルリモートで成果を評価

　社員6人からスタートしたJPTは2026年4月

の入社者を加えると、総勢56人となる。大半は、

IT特化型の就労移行支援事業所を卒業したITエ

ンジニアだ。

 「社員の多くは能力の凹凸があり、得意分野では

非常に優れた能力を発揮しています。ITスキル

だけ見れば、年収1000万円を稼げるレベルの人

もいます」

　設立当初は、AI学習モデルの作成や小規模な

アプリの開発を手掛けていたが、最近はプログラ

ミングツールのUnityなどを使ったコンテンツの

作成などにも領域を広げている。

 「最初は僕が日揮グループの事業部門に営業して

仕事を受注していましたが、最近は事業部門のほ

うからWebに掲載した実績を見て、効率化を依

頼してくるようになりました」

　2025年末の障がい者雇用率は2.65％と、法定

雇用率の2.5％を上回った。2026年7月に法定雇

用率が2.7%に引き上げられることもあり、今後3

年で社員を70～80人ほどに増やす計画だ。採用

倍率11倍という採用力の強さ、退職者も年間1～

2人にとどまるという定着率の高さが、人事戦略

を支えている。

　人気の理由の1つは「1人1業務体制」という働き

方だ。「設立時にチームで業務を進めたところ、人間

関係の摩擦からリタイアする人が相次いだため、1

人で仕事を完結したほうが効率的だと考えました」

 「1人1業務」の場合、社員はマイペースで働ける半

面、体調不良などのときに業務が遅れるリスクもあ

る。事業を成り立たせるために大事なのが「重要

だが緊急ではない仕事」を請け負うことだという。

 「事業部門のIT化はこれまで、専門外の社員が本

業の合間に進める『急を要しない仕事』でした。

このため当社も納期のプレッシャーを受けずに作

業できますし、納品後には『仕事が効率化されて

楽になった』と喜ばれます」

　納期は緩やかだが、社員個人の目標を定め達成

を目指すことで、漫然と作業することを防いでい

る。顧客と相性が合わなければ案件を変えるなど

フルリモート、1人1業務、
ノーワーク・ノーペイ……
すべての人が活躍できる組織に
日揮パラレルテクノロジーズ（JPT）は、主に精神・発達障がいの当事者をIT人材として迎えることで、
日揮グループ全体のDXに貢献している。代表取締役社長の阿渡健太氏に、

「すべての社員が対等な立場で働ける職場」を作るためには何が必要かを聞いた。

3 インクルージョンを組織で
起動させる



39Works No.195 Apr-May 2026

臨機応変に修正する、やり取りは基本的にテキス

トベースで行う、といった工夫もしている。

 「『とりあえずやっておいて』といった、健常者な

ら何となく通じる指示が伝わらないことが多いの

で、文字化してあいまいさを排除しています」

 「フルリモート・フルフレックス制」も、社員に

力を発揮してもらうための重要な仕組みだ。体調

が上下しやすいという社員側の事情もあるが、「成

果だけを評価するので、働きやすい時間と場所を

自分で選択してください」というメッセージでも

ある。ただ、社員に働き方を「丸投げ」するわけ

ではなく、毎日退勤時に日報を提出してもらって

体調変化や業務の進捗を確認するほか、定期的な

面談を行うなどこまめなフォローもしている。

マネジャーにも当事者登用 
企業の「当たり前」を見直す

　阿渡氏らは会社設立の際、世の中で一般的に

なっている「働き方」をゼロベースに戻し、一か

ら制度を構築した。「たとえば僕自身、『フルリモー

トは難しいのでは』という思いはありましたが、

やってみたらうまくいきました」

　また週1回、オンラインで「みんなで作る会議

（みんつく会議）」を開くなど、当事者の声を聞く

ことも重視している。

 「僕は発達・精神障がいの当事者ではないので、

わからないことも多い。職場の細かいルールにつ

いては、本人たちの意見を踏まえて作っています」

　現在の課題は事業の拡大に伴い、業務を管理

するプロジェクトマネジャーや技術の指導役が不

足していることだ。2025年10月に人事制度を変

更し、技術者に加えてマネジャーのキャリアパス

を新設して現場から登用を始めた。人とのコミュ

ニケーションや複数タスクの同時進行を苦手とす

る人も多いが「苦手だからできない」で終わらせ

ず、「どうすればできるか」を一緒に考えることで、

乗り越えていけるのだという。

 「たとえば管理職になった人も、タスクをリスト

化するなどして業務をこなしています。自分の障

がい特性や得手不得手を認識することは重要です

が、サポートがあれば苦手を克服し成長すること

もできる。これは障がい者雇用だけでなく、すべ

ての職場に共通すると思います」

　人事制度改革にあたっては「『1人1業務』をこ

なす力はまだないが、サポートすれば業務を遂行

できる人」も働けるように制度を整備した。

 「ほかの職場では働けない人も、当社なら能力の

凹んだ部分を、制度でカバーできます。受け入れ

る人材の幅を広げ、なるべく多くの人に働く場を

提供したいと考えています」

　大企業で多様化が進まないのは、私傷病休職を

年単位で取得でき、給与も一定程度保障されると

いう「手厚すぎる福利厚生」が壁になっているた

めではないか、とも阿渡氏は指摘する。

 「福利厚生が手厚いと、休職が会社にとって『リ

スク』となり、精神・発達障がい者が休職可能性の

高い『ハイリスク層』として採用時に敬遠されて

しまう。時短勤務の取得者にフルタイム同等の賃

金を保障すると、職場の不公平感を高め取得者の

離職を招く恐れがあるのと同じことだと思います」

　JPTでは社員が体調を崩して休職した場合、賃

金は支給せず本人に公的な傷病手当金を受給して

もらう。休職期間は3カ月で、復帰できなければ

退職となる。誰でも週20時間からの短時間勤務

が可能だが、勤務時間が減った分賃金も減る。

 「ノーワーク・ノーペイを貫き成果で平等に評価

すれば、障がい者や働き方に制約のある社員を職

場に受け入れるハードルも下がると思います」

日揮パラレルテクノロジーズ（JPT）
代表取締役社長

阿渡健太氏

2005年日揮（現・日揮ホールディン
グス）入社、主に人事部門で採用
などを担当し、JPTの立ち上げをリー
ドした。2024年3月より現職。パ
ラテコンドー日本代表で、YouTuber
としても活動中。
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　社員のエンゲージメントを高め、一人ひとり異な

る能力を引き出すための施策として、アフラック

が特筆すべきなのは、ボトムアップでの多彩なアプ

ローチだ。社員主導の取り組みをサポートする、

ダイバーシティ推進部長の鈴木千夏氏は「社員は、

多様な人財が活躍することの必要性は理解してい

ても、その具体的な効果はなかなか実感できませ

ん。『ダイバーシティの推進は、確かに企業成長

につながる』と感じてもらいたい」と話す。

　男性管理職が自らの意識を変革するためのネッ

トワーク「Diversity Allies」は、こうしたボト

ムアップ活動の1つで、2023 年に発足した。3 期

目のリーダーで、データ統括部データサイエンス

課長の島田健太氏は「管理職の意識や行動は、社

員のエンゲージメントを大きく左右します。当社

は比較的、多様な人財が働きやすい職場だと思い

ますが、それでも上司が部下を評価する際やプロ

ジェクトなどへのアサインの際に、年齢や性別に

関するアンコンシャスバイアスが、まったくない

とは言い切れません」と話す。

　管理職が、かつての男性中心の企業社会で培わ

れた「オールドボーイズネットワーク」と呼ばれる

価値観から抜け出せれば、部下はこれまで以上に

能力を発揮し、結果的に企業としてイノベーション

も生まれやすくなるのではないか。管理職自身のそ

んな思いから、「Diversity Allies」は生まれた。

 「自主的な活動であるため、企画と運営に中心的

に関わるメンバーもいれば、できる範囲で手伝う

というサポートメンバーもいます。それぞれが自

分のスタンスで参加しつつ、得意分野で持ち味を

発揮しています」（島田氏）

管理職やがん経験者 
多数の自主活動を展開

　Diversity Allies は、当初は男性管理職が立ち

上げた組織だが、今では女性の管理職も加わり、

現在、20人以上のメンバーが活動している。大き

な取り組みの1つが、管理職と社員を対象に毎年

実施している「多面観察テスト」だ。管理職が性

別や年齢によるアンコンシャスバイアスを持って

いないか、育児や介護など制約のある社員に対し

て適切に評価し成長機会を提供しているか、など

をアンケート形式で確認し、管理職は自分の行動

について、部下は自分の上司について、それぞれ

回答する。そのうえで管理職を、管理職自身の自

己評価と部下による他者評価の2軸で評価し、４

つの傾向に分類する。「管理職本人のアンコンシャ

スバイアスに関する自己理解を促し、日々の行動

の改善に生かしてもらいたいと考えています」と、

島田氏は説明する。アンケートへの回答は任意だ

が、2025年は社員約 4800 人のうち、700 人ほど

が回答したという。

　このほか毎年、参加者が「多面観察テスト」の

結果や日常のふとした疑問や気づきを共有する

ワークショップを東京と大阪、そしてオンライン

で実施している。「管理職のなかには日常業務に

追われ、部下の個性や能力を十分に把握し、考

えることまではしきれないという人もいるでしょ

う。私たちの活動はそういう人にこそ役立ててほ

しいので、多忙であってもなるべく多くの人に参

加してほしいと思っています」（島田氏）

　同社には Diversity Allies 以外にも、社員が

自主的に参加する活動が多数存在する。2016 年

より毎年「ダイバーシティカウンシル」のメンバー

を全社で公募し、カウンシルメンバーがダイバー

シティに関する課題解決に向けた施策の企画・実

施や経営陣に対する提言を行っている。また、女

性管理職が自己成長や後進育成のための施策を

実 施 す るAWLT（Aflac Women Leadership 

Training）や、「がんの経験者」「育児と仕事の

両立」「介護と仕事の両立」などテーマ別のコ

ミュニティもある。2023 年には、メンバーの

ボトムアップのアプローチを重視
個人の能力を引き出し企業成長へ
アフラック生命保険（以下、アフラック）では多様な人財の活躍と
社員のエンゲージメント向上を中長期的な企業成長に結びつけるために、
社員主導でさまざまな「ボトムアップ」活動が展開されている。
一連の取り組みで、「社員一人ひとりを大切にしている会社」と感じる社員が増えるなどの効果も表れた。

Text=有馬知子  Photo=刑部友康
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多様性を生かして主体的にダイバーシティ推進

を実践している取り組みを表彰する「Diversity 

Champion Award」を設立した。

　それぞれの活動については、社長が委員長を務

め、各部門の役員で構成される「ダイバーシティ

推進委員会」で活動報告をする機会がある。「経

営陣がダイバーシティと会社の成長をひもづける

ことの重要性を理解し、社員の活動を後押しして

きたことが、現在の多様な取り組みにつながって

います」（鈴木氏）

アジャイル型の働き方も貢献 
心理的安全性を高める

　また、ボトムアップのアプローチには、働き

方の変革もある。アフラックでは、2019年から、

アジャイルの原理に基づくアジャイル型の働き方

を全社に展開する「Agile@Aflac」を推し進めて

きたことも、職場のメンバーが意見や提案をしや

すい企業風土の醸成につながっている。

 「Agile@Aflac」を象徴するアジャイル組織であ

る「トライブ」では、専門知識を有する各部署の

メンバーを部門横断でアサインし、正式なチーム

（組織）を組成することで、スピーディに顧客ニー

ズに合った成果を創出してきた。既存のヒエラル

キーにとらわれず、柔軟にプロジェクトを進める

ことが眼目なので、メンバーに管理職がアサイン

されることも少なくない。

 「アジャイル型の働き方の経験者が増えたこと

で、普段の仕事でもフラットに議論し、スピーディ

に物事を決めようとする意識が強まりました。メ

ンバーの心理的安全性が高まり、上下関係にと

らわれずに意見を言う空気が醸成されたと思いま

す」（島田氏）

　また、鈴木氏、島田氏はいずれも、ボトムアッ

プの取り組みやアジャイル型の働き方を可能にす

るのは、軸となる「プリンシプルベースの判断」

の存在があってこそだと考える。プリンシプルと

は、既存のルールや前例に縛られることなく、コ

アバリュー（基本的価値観）に基づく行動実践を

求めるという原理原則だ。鈴木氏は「経営陣は経

営の方向性を打ち出すとき、常にその意義を明確

に示します。ダイバーシティについても、トップ

が『ダイバーシティ推進の基本的な考え方』とい

う理念を打ち出しており、社員が迷ったときにも、

理念に立ち返って行動できるのです」と説明した。

　こうした結果、ダイバーシティ推進部が毎年実

施する全社意識調査では「当社は、社員一人ひ

とりを大切にしている会社だと思う」と回答する

社員の割合が、2014 年の 42.5％から 2025 年に

は 79.3％へ、「当社には、性別や年齢に関係なく、

多様な人財が活躍できる風土がある」との回答割

合も、62.2％から82.1％へと上昇した。

　一方で鈴木氏は「ダイバーシティにあまり興味

のない人も、活動に巻き込んでいくこと」を次の

課題に挙げた。2025年からは年 1 回、1 週間の

「Diversity Week」を設け、関心の薄い層を巻き

込むきっかけづくりも始めた。

　鈴木氏は、最終的には「社員があまり意識しな

くとも、当然のように多様な人財が活躍している」

組織を実現したいという。「多様な人財が活躍す

る組織は、イノベーティブな動きが生まれやすい

ということを社員一人ひとりが実感できるよう、

目に見える形で発信したいと考えています」

アフラック生命保険
ダイバーシティ推進部長 

鈴木千夏氏（写真右）

データ統括部
データサイエンス課長 

島田健太氏（写真左）
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　出光興産と昭和シェル石油は、経営統合にあ

たり、相互理解を重ねながらPMIを慎重に推進

してきた。異なる歴史と文化を持つ２社は、統合

に伴う課題をどのように整理し乗り越えてきたの

か、人事部の担当者3人に話を聞いた。

　統合における大きな課題の1つが、社員一人ひ

とりのマインドに深く根付いた組織文化の違いを

いかに解消し、融和・統合していくかという点だ

ろう。人事部DE&I推進室長の大津麻衣氏は統合

直後の取り組みを次のように振り返る。

 「当時、私は広報でPMIを担当していましたが、

まず取り組んだのは、『MIRAIキャンプ』という

お互いを知るためのプログラムです。出光興産出

身者と昭和シェル石油出身者が半々になるよう若

手社員を集め、互いの会社に対するイメージを率

直に出し合いました。そのうえで、“いや、違うよ。

それは思い込みだよ”といった対話を重ねました。

15回ほどのセッションで、参加者はのべ1000人

を超えています」

丁寧に共通項を見出し 
統合の基盤を築く

 「このプログラムによって相互理解が進んだこと

が、その後の統合を進めるうえでの重要な土台にな

りました」と、人事部企画課長の内山直之氏は言う。

 「意見を交わすなかで、目指す方向は同じである

こと、そして両社が大切にしてきた価値観にも

多くの共通点があることが見えてきました。社員

一人ひとりが対話を通じてそれを実感できたこと

が、統合を円滑に進める力になったと思います」

　組織文化と並んで重要なテーマとなったのが、

人事制度の統合である。新人事制度の構築に携

わった内山氏はここでも「共通点を見出す」姿勢

を重視したという。

 「制度検討にあたっては、どちらか一方の制度に

寄せるのではなく、双方が大切にしてきた考え方

を尊重しながら、丁寧にすり合わせを行いました。

その過程で、『挑戦を推奨すること』『人の育成を

重視すること』といった共通の価値観が浮かび上

がり、出身会社に関係なく共有できる考え方の基

盤が形づくられていきました。これを土台として、

新たな人事制度を構築していったのです」

　このように、両社が互いの強みを取り入れ、新

たな価値観と1つの組織を作り上げていくことこ

そが、経営陣が統合当初から掲げていた一貫した

スタンスだった。さらに、その姿勢が形骸化しな

いよう、トップから現場に至るまで制度と意識の

両面で統合を進めていったという。

　では、なぜ出光興産は統合初期からこのような

スタンスを取り得たのか。その背景には、統合後

の企業理念「真に働く」に象徴される価値観があ

る。この理念の根底には、「世の中の役に立ち、尊

重される人を育てることこそが企業の目的であり、

事業はそのための手段である」という考え方があ

る。創業以来受け継がれてきた「人」を大切にす

る考え方は、昭和シェル石油の価値観とも通じる

ものだった。その共通の土台があったからこそ、

PMIにおいても対話と相互理解を重んじる姿勢が

徹底した対話がインクルーシブな
環境づくりのカギ
出光興産と昭和シェル石油は2019年に経営統合し、新たなスタートを切った。
2025年にはPMI（Post Merger Integration：M＆A成立後の統合プロセス）に区切りをつけ、
新たな行動指針を制定している。100年を超える歴史があり、独自の組織文化を持つ2社の統合は
決して容易ではないはずだ。同社はどのようにインクルーシブな組織を構築していったのだろうか。

Text= 伊藤敬太郎  Photo=今村拓馬

3 インクルージョンを組織で
起動させる



43Works No.195 Apr-May 2026

貫かれ、統合を着実に前に進めることができた。

 「石油ビジネスは今後も右肩上がりで成長し続け

るという状況ではありません。だからこそ、私た

ちが持つ資産を最大限に生かし、エネルギーの安

全・安定供給という使命を果たしながら、成長領

域のビジネスを推進していく必要があります。そ

の担い手となるのは『人』ですから、人を育てる

ことを何より大切にしなければならないのです」

（内山氏）

行動指針は多様な個が迷ったときに 
立ち返る共通の拠りどころ

　こうした考えのもと、同社は社員一人ひとりの

理解度や温度感を見極めながら、段階的に取り組

みを進めてきた。統合から2年後の2021年に企

業理念「真に働く」を成文化し、さらにその4年

後の2025年には、理念を日々の具体的な行動に

落とし込むための行動指針（徹底的当事者意識、

飽くなき成長意欲、誠実・相互信頼、大胆に挑み

続ける、常に考え決断する、相違を乗り越える、

人を活かすの７項目）を策定している。

　これらの理念や行動指針もまた、経営陣から社

員まで幅広いメンバーとの対話を重ねて形づくら

れた。新たな行動指針を打ち出した2025年には、

全60部署で理解浸透を目的とした説明会や座談会

を実施し、現場レベルにまで丁寧に落とし込んで

いったと、人事制度企画担当の長谷場友氏は語る。

 「実施後のアンケートでは、新しい行動指針に対

する理解度、共感度、体現イメージについて確認し

ていますが、いずれも肯定的な回答が9割近くを占

め、確かな手ごたえを感じています。なかでも、座

談会に参加した社員のスコアが高い点が特徴的で

す。身近な同僚の考えや価値観に触れながら意見

を交わすことで内省が深まり、より本質的な理解

につながっているのだと感じています」（長谷場氏）

　新行動指針を共通言語に、組織の一体感を高

めるインクルーシブな環境づくりに欠かせないの

が、管理職による日常的な関わりだという。

 「当社では管理職を『管理するだけの役割ではな

い』という意味を込めて『役職者』と呼んでいま

すが、その最も重要な役割は『人を育てる』こと

です。部下をどう成長させるか、そのためにどん

なチャレンジをしてもらうか、そして何かあった

ときにどう支えるかを日々考えています。仕事に

ついては、ゴールを明確に示したうえで、その過

程は部下に委ねるというのも、出光興産の特徴で

す」（大津氏）

　新たな行動指針は社員の評価項目にもなってお

り、社員一人ひとりが日々の業務のなかで実践す

ることを促進する仕組みになっているという。「行

動指針がスローガンとして掲げられるだけではな

く、日々の業務や振り返りの場で自然に使われ、

上司―部下間の共通言語として機能することを目

指しました」（長谷場氏）

　行動指針は画一的な行動を求めるものではな

く、多様な個が判断や行動に迷ったときに立ち返

る共通の拠りどころとして位置づけられている。

そうした指針を軸に、日々の業務や振り返りの場

で丁寧な対話を重ねていくことが、個々の力を引

き出し、組織としての一体感を育てていく。日常

の対話の積み重ねこそが、個々人が活躍できるイ

ンクルーシブな環境を形づくり、統合を一過性の

ものに終わらせず、組織に根付かせていくための

要となっている。

出光興産　人事部企画課長

内山直之氏（写真左）

人事部DE&I　推進室長

大津麻衣氏（写真中央）

人事部企画課 専任部員
（人事制度企画担当）

長谷場友氏（写真右）
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佐々木貴子
（本誌編集長）

インクルージョンは、
価値創造プロセスにおける
企業の価値観と
個性の発揮の両立

まとめ

規社員、外国籍社員などのいわゆるマイノリ

ティに主に適用する概念であり、マジョリティ

には必要ない、という無意識の思い込みがあ

るのではないか。本来、価値創造に向けて、

企業の価値観と個々のらしさの両立がなされ

ている状態を指すはずなのに、そのように考

えられていないのではないか ──。

　これらの懸念を裏付ける事象は、たとえば、

統合報告書などではインクルージョンについ

ての言及が、ダイバーシティやエクイティと

同じ箇所でしかなされていないことなどに見

られます。

多彩な表現で語られる 
企業のインクルージョン
　本特集では、企業のインクルージョンとい

うものを改めて真正面から検証し、価値創造

の観点からのインクルージョンの本質を追求

しています。

　Section1では、経営とインクルージョン

の関係について整理しています。野田智義氏

は、インクルージョンは価値創造のための経

営手段であり、意思決定の質向上と権限・責

任の設計プロセスそのものであると明言して

　S.ゴシャールと C.A.バートレットによ

る 名 著『 個 を 活 か す 企 業 』（ 原 題：The 

Individualized Corporation、1999年、ダ イ

ヤモンド社）は、それまで戦略をトップダウン

で実行させることを主軸とする経営戦略論が

数多あるなかで、「企業が競争力を維持する

ためには、トップの命令ではなく、現場の一

人ひとりの自発的な意思や能力を最大限に引

き出す必要がある」と、企業の価値創造にお

ける個人の自律性の重要さをはじめて世に提

示しました。

　この個人の自律性を重視した考え方は、社

員一人ひとりの個性や特性を組織のなかで生

かし、全員が力を発揮できる状態、などと定

義される「企業におけるインクルージョン」

の考え方と大きく重なります。時を経て、ゴ

シャールらが提唱した Individualized は イ

ンクルージョンという言葉に置き換わったと

もいえます。2000 年代初頭のアメリカでは、

既に始まっていたダイバーシティ推進を実効

性の高いものとするため、個人の活躍を重視

するインクルージョンを加え、D&I として

きました。日本においても 2010 年代以降、D

＆Iを明記する企業が増えています。

　一方、ダイバーシティと対になって使われ

ることにより、企業におけるインクルージョ

ンが矮小化されてしまったのではないかとい

う懸念があります。

　インクルージョンはキャリア採用者、非正
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います。現代の経営においては価値創造の源

泉は個にあり、個性を生かす遠心力と束ねを

効かせる求心力のバランス、そして、立場の

異なる相手への「思いを馳せる」重要性を説

いています。

　Section2 は、インクルージョンを本来の意

図に沿って起動させる要諦を検証しました。

　まずは、インクルージョンをめぐる誤解や

混乱、たとえばダイバーシティやインクルー

ジョンという心地よい言葉に封じ込められる

差別や、日本企業に根強く残る「マッチョイ

ズム」が真のインクルージョンを阻害する懸

念にどのように向き合うかを専門家の見地か

ら論じます。なかでも、多くの企業が悩む「イ

ンクルージョンはどのような社員であっても

対象とすべきか」に対する弁護士の大村剛史

氏の見解は、問題社員への対応の貴重なヒン

トとなっています。

  インクルージョンは、個人の「らしさ」と活

躍を引き出す状態です。したがって、個々の

組織における「インクルーシブなリーダーシッ

プ」は極めて重要です。野田稔氏は心理的安

全性を土台に異論や摩擦を歓迎し、それらを

アウフヘーベン（止揚）して組織を進化させ

るリーダーシップのあり方を、入山章栄氏も、

多様な見解がぶつかり合う摩擦こそが価値の

源泉であり、そのための心理的安全性と「聞く」

に徹するリーダーの必然性を説いています。

インクルージョンは 
一夜にしてならず
　一連の取材から、インクルージョンは手段、

状態であり、それ自体が目的ではない、という

共通の見解が得られました。すなわち真のイン

クルージョンの実現とは、価値創造に向けた組

織思考やプロセスにおいてなされるものです。

そのためのポイントは 2 つあると考えます。

　1 つ目は、価値創造プロセスにおける「企

業の価値観」（求心力）と「個性を生かす」（遠

心力）を具体的に定めること。企業の価値観

はミッションや行動指針、ビジネスプランの

起点、組織業績評価などに、個性の発揮は権

限設定や個人評価などに落とし込むことがで

き、それがインクルージョンされるものとそ

うでないものの境界線ともなります。

　2 つ目は、インクルージョンと「同質化」

を混同しないこと。ハイコンテクスト文化が

強い日本では、「物事をわかってからでないと

発言できない」という暗黙の慣習が散見され、

個性を発揮する前に、まずは同質化を求めま

す。問題は、結局、本当に自由な発言はできず、

いつまでも「受け入れられる発言」、という同

質化にとどまってしまうという点です。同質

化された組織、個人は、過去の成功体験にと

らわれがちで、イノベーション創発、つまり

は価値創造の難度が高まってしまうのです。

　加えて、インクルージョンの境界になり得

る企業の価値観には、高い倫理観が必要です。

間違った価値観に基づくインクルージョンは、

間違った経営行動にしかなりません。企業の

価値観は、経営トップの価値観とほぼ重なる

はずですが、その価値観や経営行動に倫理が

伴わない場合、周囲の役員や社員、あるいは

外部のステークホルダーが「No」と言えるか

どうか。これもまた、企業がインクルーシブ

な状態にあるかどうかの試金石となります。

　企業と個人が十分に「らしさ」を発揮しあい、

経営価値を作り続けること、これが「真のイ

ンクルージョン」の実現といえるでしょう。
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ローカル
から
始まる。

Photo＝伊藤 圭（46P、49P）、藤川氏提供（48P）

藤川まゆみ
上田市民エネルギー 理事長
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のことだと思います。今では市民が主

催のイベントもすごく多くて、秋のシー

ズンには1日に3つとか重なります。分

野が違ってもお互いの活動が混ざりや

すいのも特徴です。

浜田：「相乗りくん」のアイデアが出て

きた経緯について教えてください。

藤川：上映会後の市民活動でネット

ワークが広がったのは楽しかったので

すが、その先の解決策として具体的な

アクションをしていなかったと、311

で気付いたんです。自分たちでエネル

ギーを作らないと根本的な解決にはな

らない。エネルギーに詳しい仲間に「自

然エネルギーが大事だと思うんだよ

ね」って話すと、「あんな面倒くさいも

の本気？」と覚悟を試されたりしまし

た。結果的にはビジネスの経験もない

私だったから、やりたいという気持ち

だけで始められたのかもしれません。

浜田：全国から誰でも出資できる市民

出資型で、太陽光パネルを取り付けて

くれる屋根オーナーとマッチングさせ

るというモデルは面白いですね。参加

者はすぐに集まったんですか。

藤川：311後はそういう熱は高まって

いたので、人はすぐ集まりました。最

初の頃は「うちの屋根が役に立つん

だったら」という人が多く、今では「電

気代が少しでも安くなるなら」という

問い合わせも増えてきました。電気代

だけでなく、地球温暖化も気になると

いう気持ちが混在している人が多いと

感じます。今までほとんど宣伝費を使

わず、口コミで広がっています。最新

の数字で、屋根が約80カ所、出資額

は2億円を超えました。

浜田：NPOの活動は、相乗りくんの

事業だけで持続可能なんですか。

藤川：相乗りくんが団体の活動の柱で、

非営利事業として成り立つように設計

しています。そのほかの活動は国や民

間の補助金を活用したり、講演活動や

会費、寄付などで収入を得ています。

太陽光発電は脱炭素の主力 
関心がある潜在層は多い
浜田：最近は、原発再稼働の動きも加

速するなかでメガソーラーの問題で反

対運動が起きたりと、再エネに対して

は一部には厳しい視線もあります。

藤川：実際、自然や景観を破壊してい

るメガソーラーは条例で規制しないと

浜田：藤川さんが代表を務めるNPO

法人「上田市民エネルギー」は、市民

参加の形で自然エネルギーを増やして

いく仕組みです。藤川さんが自然エネ

ルギーに関心を持たれたのは、1本の

映画がきっかけだったんですよね。

藤川：『六ヶ所村ラプソディー』という

映画です。2007年9月にあの映画を見

た日は、人生が変わるほどの大きな転

機でした。こんなことが自分に起きる

と思わないほど揺さぶられました。当

時は日本の電力の3割程度を原発で発

電していたのですが、映画を見て、「あ

なたの使っている電気の先ではこうい

うことが起きている。あなたはどう考

えますか」って問われた気がして。もう

ガクガクするぐらい「私に言われても

ちょっと困る」って思ったんです。

　監督のトークショーもあったのです

が、すごく重いテーマなのに明るいん

ですね。帰り道に「ああ、でもこれか

もしれない」って。意見が違ってもやり

取りできるコミュニケーションの力が

社会を変えるのかなって思いました。

浜田：映画の直後に市民出資型で屋根

に太陽光パネルを取り付ける「相乗り

くん」のアイデアが生まれたんですか。

藤川：それは311（東日本大震災）の後

ですね。「この映画を上田の人たちと

見たい」と上映会をしたら、いろいろ

な縁が生まれました。そのなかに上田

の地域通貨のグループがあって、「相

乗りくん」を始めるときも応援しても

らったんです。上田で市民活動が盛ん

になったのは、ここ10〜15年ぐらい

Transformation from local region

気候変動対策とまちづくり──。
一見関係が遠そうな課題を一緒に解決しながら、
市民発で街の将来を考えていこうとするNPO法人「上田市民エネルギー」。
移住者だった1人の女性、理事長の藤川まゆみ氏が1本の映画に出合ったことで、
地域の仲間や行政を巻き込み、大きなうねりを作ってきた。
どの地域も抱える人口減少と街の空洞化、厳しい財政と気候変動問題は、
どのように結びついたのだろうか。
聞き手・構成＝浜田敬子氏
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1989年朝日新聞社に入社。
2014年からAERA編集長。
2017年に退社し、Business 
Insiderの日本版を統括編集
長として立ち上げる。2020
年よりフリーランスのジャー
ナリスト。2022年8月から
2025年10月まで『Works』
編集長。著書に『男性中心
企業の終焉』（文春新書）
など。

Hamada Keiko
浜田敬子氏
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にグラスウールの断熱材を敷き詰めた

り、窓の枠を組み立ててはめたりする

作業は生徒がやります。白馬高校では

その費用も高校生たちが寄付で集めて

いました。全国から「気候変動を止め

たい」という人たちが寄付してくださっ

て。村のなかでもスキー場やホテル業

の人たちが寄付してくださった。当時

は1教室で50万～100万円程度ででき

たのですが、今は資材が高騰している

のでもっとかかりますね。

　そのうち県知事が「県のプロジェクト

に」と言ってくれて、翌年から予算がつ

きました。このプロジェクトには反対の

声が起こりにくいんです。断熱性能が

高まるからエネルギー代が減るし、子

どもたちの環境がよくなる。何よりこの

体験の教育的な効果が大きいんです。

まちのコンパクト化が 
生きる道に
浜田：公共交通機関の問題とか街づく

りにもかかわっていらっしゃいます。

藤川：上田市の総合計画を作る委員を

務めていたんですが、「いちばん上位

の計画なのに、しっくりこないな」み

たいな気持ちがあって。千葉商科大学

教授の田中信一郎さんから「地域の

データを集めよう」というアドバイス

を受けて、人口の推移や中心市街地を

歩く人数など上田市にまつわるデータ

を100以上集めたんです。すると「上

田は持続不可能だ」とわかりました。

人口は減るわ、高齢化するわ、公共施

設はボロボロ、スプロール化＊は止ま

らずまちなかは空き家が増えてスポン

ジ化していく。

　上田市から市外にガソリン代や電気

代などでかなりの金額が逃げていて、

市内で発電することでそのうちの1割

でも2割でも地域に残せれば、地域に

お金が回せます。上田市は車社会で、

自家用車を1台以上持っている家庭が

多いのですが、公共交通の路線周辺に

集まって住めばバスや鉄道を利用しや

すい。車を手放しても生活ができるま

ちになれば、車のコストが節約できる。

だから、まちをコンパクトにして公共

交通が便利なまちにすれば暮らしにも

経済にもエネルギー効率にもいい。そ

れが上田の生き残る道だとプレゼンの

準備を始めたら、市にはまだ道路を増

やす計画があり、郊外の農地を住宅地

に開発する計画もあったんです。

浜田：なぜそんなことが起きるんです

か。市役所の人はデータも知っていま

すよね。

藤川：担当課は肌で課題を感じていま

すが、部署が縦割りで分断されていた

り、住民の反対の声が壁になったりし

て、人口減少時代に合った政策に転換

することが難しい。

　私たちは市民こそが必要な施策の背

中を押そうと、地域のことを考える「上

田リバース会議」というものを開催し

ていますが、そこで学んだ人は変わり

ます。それでも2021年に始めた頃は、

「公共交通なんて無理無理、不便だ

し」って、そんな意見ばかり。でも第

3回の会で「交通まちづくり」であり、

公共交通をみんなが使うようにすると、

路線沿いに住むようになるし、歩くよ

うになって健康になり医療費も減るし、

地価が上がって税収も増えるし何より

いけないと思います。一方で「屋根の

上ならいいよね」「本当はつけたいん

だけど、お金がね」とか、関心がある

潜在層はすごく多いと感じています。

　既に、日本の太陽光発電は石炭火力

よりも単価が安く、住宅でも企業でも

太陽光パネルを設置したほうが経済的

メリットがあります。自宅に太陽光発

電を設置する人が増えることで市民の

認識が変わり、社会の脱炭素の機運を

高めると思っています。エネルギー費

用を海外に流出させないで国内で循環

させるためにも太陽光は経済政策でも

あり、脱炭素の主力選手であることに

変わりはない。適切な太陽光発電をも

う少し増やせれば、あとは加速するの

ではと思います。

浜田：学校で断熱ワークショップとい

う取り組みもやっていらっしゃいます。

藤川：2018年の猛暑のとき、うちの息子

が「死にそうな教室で勉強してる」って

言うのを聞いて。温暖化は待ったなし。

新しいミッションをもらった気がして、

まずは白馬高校で実施しました。生徒た

ちはスキーがやりたくて白馬高校に行っ

たのに、雪がなくなったらスキーできな

くなりますから、危機感が大きかった。

　天井板を外したり、内窓の枠作りは

工務店にお願いするんですが、屋根裏

2025年3月15日、別所線増便の初日に手を振るイベ
ントを開催（写真左）。2012年3月、相乗りくんの第
1号が発電を開始（写真左下）。白馬高校でのワーク
ショップ。生徒たちが天井に断熱材を入れるなど、
作業に参加した（写真右下）。

＊都市の中心部から郊外に向けて、計画性なく市街地開発が進むこと。
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様な課題が解決できそうです。

藤川：別所線に乗り始めたら、家の建

て替えのときに沿線に来ようかなとな

ると思うんです。富山市では「家をま

ちなかに新築するのだったら補助を出

す」ようなことをやっています。強制

ではなく選択肢として選びやすいよう

にしていく誘導ですよね。

　上田でもまちなかに断熱が効いてい

る集合住宅を作って、光熱費も安く

なって快適で、スーパーにも市役所に

も病院にも歩いていけて、保育園もあ

るという住みたくなるモデルができれ

ばと思っています。あくまでも市民が

主体で、内発的にまちづくりをしてい

くことが大事で、海外にも国内にもそ

ういったモデルはたくさんあります。

立場の垣根を越えて 
市民と行政が学び合う街へ
浜田：上田リバース会議には中心のメ

ンバーがいるんですか。

藤川：オンラインも入れると100人ぐ

らいが入れ替わり立ち替わり参加しま

す。主催は上田市民エネルギーのほか、

「上田ビジョン研究会」という有志の

任意団体なんですが、そのメンバーに

は造り酒屋とか広告のデザイン会社の

人、市の職員や福祉のNPOの職員も

います。多様な人たちなので意見も違

うのですが、喧嘩!?というくらいの議

論ができる関係ができています。市民

と行政が一緒にまちづくりをするため

に、行政職員と地域のキーパーソンた

ちが集まって学ぶことがすごく大事だ

と思っています。

浜田：今後はどういう形で街づくりを

進めていきたいですか。

藤川：市民の声を聞くだけでなく、行

政に要望するだけでもない、立場の垣

根を越えて市民と行政がともに学び、

議論し、強みを出し合って、持続可能な

まちづくりも脱炭素も加速させる「仕

組み」が作れるはずと模索中です。ま

ちづくりも脱炭素も人類始まって以来

の大仕事。スクラムを組まないと解決

しません。時間はあまりない。きっと

この共同作業自体がみんなをエンパ

ワーメントし、地域をよい方向に変え

ていく原動力になると思います。

まちの魅力が増える──1つやるだけ

で、副次的効果が多いのは公共交通だ

ということを学んだら、「そうだったの

か」って共感が高まり、前回とはまっ

たく違う空気になったんです。

　上田には市民が大好きな上田電鉄別

所線が走っていて、この地域は環境省

の「脱炭素先行地域」にも選ばれまし

た。別所線の周辺の住宅や建物の上に

太陽光パネルをつけ、その電気で別所

線を動かしてゼロカーボンにするとい

うもの。まちづくりのためのゼロカー

ボンです。脱炭素先行地域に選ばれた

のは、リバース会議がきっかけで、市民

活動で「交通まちづくり」への共感が高

まっていることが評価されたそうです。

　そうするうちに別所線が増便したん

です。平日56便から78便に。乗る人

が毎月大体6〜7%増えているそうで

す。その分車を使っている人が減って

いるわけです。私たちのNPOでは乗っ

てもらうための調査や実証実験もして

いて、その１つが、5500円分の回数券

を期間限定で1000円で販売する別所

線エコチケです。それを買ったらみん

な乗るのか。乗った人は料金がもとに

戻っても乗り続けるのか。その検証を

しようとしています。その先に目指す

のは沿線への居住誘導ですが、それは

時間もかかります。

浜田：これまでの脱炭素とはアプロー

チが違うのが面白いですね。街づくり

と脱炭素を組み合わせてやるほうが多

2005年 大阪から上田市に移住

2007年 映画『六ヶ所村ラプソディー』を見て
自然エネルギーに興味を持つ

2011年 東日本大震災をきっかけに市民出 
資型太陽光発電「相乗りくん」事業 
を開始

2020年 「教室断熱ワークショップ」を開始

2021年 「上田リバース会議」を企画運営
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らお話しいただけますでしょうか。

岩内：ニヒリズムとは失恋のようなものです。

かつて何かに恋をし、そこに強い意味を感じて

いたが、それが崩れ去ってしまった状態を指し

ます。場合によっては生きる希望を失うほどの

衝撃を受けます。対してメランコリーとは、恋

ができない状態を指します。意味が崩壊するの

がニヒリズムであるならば、そもそも最初から

意味を見いだせないのがメランコリーです。

　これをマクロの視点で見れば、いわゆる「大

きな物語」の崩壊と言い換えられます。意義が

あると思って参加した戦争に敗れてしまう、マ

ルクス主義の革命を信じて起こした学生運動や

労働運動が失敗に終わってしまう状態は、典型

的なニヒリズムです。

　しかし現代は、そもそも戦争の大義も、革命

の理想も思い描けなくなっている。何かを激し

く批判したいわけではないけれど、自分が何を

したいのかがわからない、メランコリーの時代

といえるでしょう。

梅崎：価値を否定するのではなく、そもそも価

メランコリーの時代に 

普遍性をどうつくるか
梅崎：先生は「ニヒリズムの時代から、現代は

メランコリーの時代である」と述べられていま

す。まずはニヒリズムとメランコリーの違いか

人事のアカデミア
こんな研究があったのか！にフォーカスする

「人それぞれ」と「絶対的正しさ」を超え
「私たち」の共通了解をつくる

普遍性をつくる哲学第37講

「大きな物語」が崩壊し、
意味を見いだすこと自体が難しくなった現代。
哲学者の岩内章太郎氏は「メランコリーの時代」だと指摘する。
多様性を認め合いながら、
共通の理念や社会の合意をどのように築くのか。
現象学の立場から、普遍性をつくる哲学の社会実装を目指す岩内氏に
分断を乗り越える哲学の思考法、対話法について聞く。

梅崎 修氏

Navigator

Umezaki Osamu

大阪大学大学院博士後期課程
修了（経済学博士）。専門は労
働経済学、人的資源管理論、
労働史。これまで人材マネジメ
ントや職業キャリア形成に関す
る数々の調査・研究を行う。

法政大学
キャリアデザイン学部教授

Text=瀬戸友子　Photo=刑部友康（梅崎氏写真）　本人提供（岩内氏、哲学対話写真）

現代実在論からポストモダン思想へ遡り、近
代哲学の可能性を捉え直して、個人の幸福と
自由を守るための哲学の役割を提示する。

岩内章太郎／ NHKブックス

『〈普遍性〉をつくる哲学：
「幸福」と「自由」をいかに守るか』

人事にすすめたい本

岩内章太郎氏

Guest

早稲田大学国際教養学部卒業、同
大大学院国際コミュニケーション
研究科博士後期課程修了。博士（国
際コミュニケーション学）。早稲田
大学国際教養学部助手等を経て
2021年より現職。専門は現象学
を中心とした哲学。

Iwauchi Shotaro

豊橋技術科学大学　准教授
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ことでしょう。一言で言えば、相対主義に陥っ

たことが、構築主義の最大の限界でした。

梅崎：ポストモダン思想の構築主義に対して、

現代哲学が、絶対的なものを取り戻そうとして

登場させたのが現代実在論であるならば、まさ

にメランコリーの時代の哲学ですね。

岩内：現代実在論は、ポストモダン思想が批判

した普遍性や理性、自由といった近代の概念を、

やはり大事なものなのだと正面から肯定しま

す。「人それぞれだ」と言っているだけでは結

局どこにもたどり着けず、「すべて権力で縛ら

れている」と言い続けたら、逆にポピュリズム

や陰謀論に流される人も出てきてしまった。も

っと基礎的な、人間であれば誰もが深く納得で

きる場所から、理性的に考え直していこうとす

るのが現代実在論です。

梅崎：ポストモダン的構築主義と現代実在論の

対立を、岩内先生は「現代の普遍論争」と表現

されています。

岩内：伝統的に、哲学には観念論と実在論の対

立があります。観念論は、「私」の意識体験か

ら出発します。たとえばリンゴを見たとき、私

は「赤い丸いもの」として捉える。別の人にと

っては「好きなもの」であり、リンゴアレルギ

ーの人には「避けるべきもの」かもしれない。

「私」にはこう見えるという個々の体験を持ち

寄り、「私たち」にはこう見えるという共通の

認識をつくっていこうというのが観念論の発想

です。一方の実在論は、私たちが見ていようと

見ていまいと、リンゴはそこにあるというとこ

ろから出発します。

　この違いは、道徳や倫理の話になるとより鮮

明です。よい社会とは何かを考えるとき、対話

を通じて少しずつ共通了解をつくろうとするの

が観念論のアプローチです。実在論は、我々が

どう考えようが、よい社会の理想はあらかじめ

存在しており、それを発見すべきと考えます。

　しかし、「よい社会がそこにある」という発

想では、多様な考え方や信念の対立を調停して

値がないという感じですね。

岩内：この時代の流れは、哲学の変遷ともリン

クしています。近代（モダン）は、「人間みん

なが自由になれる」という大きな夢を描いた時

代でした。しかし、ヨーロッパ近代が掲げた「み

んな」という概念には独善性が潜んでおり、そ

れが植民地支配をも正当化してしまった。近代

の最後には、帝国主義や全体主義が登場し、悲

惨な形で人間性が敗北しました。

　その反省から生まれたのがポストモダンで

す。ポストモダン思想は、近代が掲げた理念、

大きな枠組みを徹底的に解体しようとしまし

た。ここで重視されたのは差異です。それぞれ

の人間の違いが大切であり、違いを超えた普遍

性という発想自体が、危険なものだと見なされ

るようになりました。

梅崎：ポストモダン思想として登場したのが構

築主義でした。

岩内：構築主義は普遍性を批判し、「すべては

社会的・文化的に構築されている」と主張しま

した。ジェンダー論やカルチュラルスタディー

ズと連動し、実際に不当なシステムのなかで疎

外され、苦しんでいる人たちの声を代弁しまし

た。たとえばセクシュアルハラスメントという

概念すらなかった時代、無意識に人権侵害をし

ている側に対し、「あなたが読んでいる文学作

品や日常の振る舞いのなかに、男性の暴力性が

潜んでいる」と指摘しました。

　しかし構築主義には致命的な弱点がありま

す。もしすべてが構築物だとしたら、その批判

を行っているジェンダー論の立場も、1 つの構

築物にすぎないことになります。「すべては社

会的な構築物である」を突き詰めていくと、誰

もが自分の足場を失い、議論そのものが成立し

なくなってしまいます。

　セクシュアルハラスメントを告発する過程で

は女性に光を当てることが大事でも、本来言う

べきは、「すべての人間が自由に生きられる社

会をつくるためにセクハラはよくない」という

academia
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らん」と見えているとします。構築主義なら「そ

れは社会的につくられた観念だ」と断じるでし

ょうが、現象学は、それがいかに差別的な観念

でも、「その本人には疑いようもなくそう見え

ている」事実を認めることから出発します。異

なる見え方を持つ人から「○○国の人のなかに

もよい人はたくさんいますよ、私の知り合いに

も多いですよ」という話を聞いて、「確かにそ

うかな」と自らの意識のなかで納得できて初め

て、謝罪したり自分の考え方を修正したりでき

るようになるからです。

　すべてを「私」の確信に還元したうえで、で

は、どういう確信のあり方なら共によりよく生

きられるか、「私」の確信と、ほかの「私」の

確信のあいだに、どういう差異や共通性がある

のかを対話によって探っていく。現象学では、

このようにして建設的に信念対立を解きほぐし

ていこうと考えます。実在論にはこのプロセス

がありません。実在していることから出発する

ため、結局は「それぞれにとっての実在がある」

という平行線で終わってしまうのです。

　もう 1 つ重要なのは、現象学における普遍性

は、常に批判に対して開かれているという点で

す。「これが実在する正解だ」という絶対的な

答えはないので、対話を通じて生成し続けてい

く状態になります。

　その際、鍵となるのが絶対他者という概念で

す。たとえ今、この場で共通了解がつくられた

としても、その外側には、まったく別の見方や

想像もつかない価値観を持つ他者が存在すると

いう可能性を排除できません。この絶対他者の

存在が、現象学と実在論の大きな違いです。

現象学の理論を 
哲学対話で実践する
梅崎：こうした現象学の理論を、実践しようと

するのが、哲学対話なのですね。

岩内：企業や自治体、さらには学校やカルチャ

ーセンターなどで、5 歳から 80 代の方まで、あ

いこうという話にはなりません。実在論が「こ

れが普遍的によいことだ」と提示するとき、そ

こには常に「誰にとってのよいことか」という

問題がつきまといます。その背後では、カント

以降の「すべての人間は自分の頭で理性的に考

えれば、よりよく生きられる」というヨーロッ

パの優等生的な理想が見え隠れします。異なる

文化圏や伝統のなかで生きる人々に、「これこ

そが普遍的な道徳の実在だ」と押し付けても、

容易には通用しません。

絶対的な正解を保留し 
「私」の確信として考える
梅崎：岩内先生は現象学の立場から、普遍性が

「ある」哲学ではなく、「つくる」哲学を再建さ

れようとしています。

岩内：私が専門とする現象学は、近代哲学の系

譜に連なるものです。実在論は価値はそこにあ

るのだと宣言し、あとはそれをどう見いだすか

という話に終始します。対して現象学は、「エ

ポケー」といって、絶対的な正解や客観的事実

があることを一度保留します。そのうえで、私

たちの意識がどのような構造で対象を確信して

いるのかという順番で考えます。

　たとえば、ある人には「○○国の人はけしか

出典：岩内氏作成

［図］哲学対話

共通了解

相互承認

私

私私

私

本質
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らゆる層と哲学対話を行っています。その目的

は、普遍性をつくる哲学の社会実装です。お互

いの意見を聞き合う傾聴にとどまらず、共通了

解まで持っていくことを目指しています［図］。

梅崎：ビジネスの現場で行われるグループワー

クは、制限時間内に落としどころを見つける合

意形成ゲームになりがちです。哲学対話の共通

了解とはどういうものでしょうか。

岩内：ここでいう普遍性や共通了解とは、それ

ぞれの「私」が自分の経験に照らして納得でき

る考え方のことです。過去の体験を振り返り、

誰もが「確かにそうだな」と確かめることので

きるものです。

　たとえば先日、学生たちと「安心感」をテー

マに哲学対話を行いました。まずは「ぬいぐる

みを抱っこするとき」「自分の部屋にいるとき」

など、自分が安心感を覚える具体的なエピソー

ドを出してもらいました。もちろんこうした他

者のリアルな感覚に触れることも意味がありま

すが、それだけでは「人それぞれ多様な感じ方

があるね」で終わってしまいます。

　そこで、皆の体験に共通する条件や構造をキ

ーワードとして抽出していきます。最初は「温

もり」や「一体感」といったいかにもありそう

な言葉が出てきますが、さらに深掘りしていく

と、ある学生が「境界（ボーダー）」という言葉

を口にしたのです。ぬいぐるみを抱っこしてい

るときも、自分の部屋にいるときも、自分と外

の世界との境界が存在する。その境界が意識さ

れ、かつその内側で心身に危害を加わえらない

と感じられたときに、安心感が生まれるのでは

ないか、と。このとき「それだ！」と、場に納

得感が広がりました。ありきたりな言葉では届

かなかった本質に触れた瞬間だったと思います。

梅崎：メンバーが変われば、その内容も変わっ

てしまうのでしょうか。それはそれでよいので

しょうか。

岩内：もちろん大きく違うときもありますし、

表現のバリエーションも変わります。しかし、

academia

面白いのはここからです。私はベトナムやフラ

ンス、ドイツなど、異なる言語・文化環境でも

哲学対話を行ってきました。どの言語で語られ

ようが、たとえば「幸せ」の本質を探ると、そ

の根底にある構造は驚くほど共通しています。

　つまり普遍性とは、およそすべての人間が確

かめて納得し得る 1 つの理念なのです。哲学対

話では、20 人程度の限定された空間での合意

という形をとらざるを得ませんが、それは決し

てその場限りの相対的なものではないと私は思

っています。

梅崎：ありきたりな合意で終わらせないため

に、対話のためのアドバイスをお願いします。

岩内：私は対話の場で、自分の体験に基づいた

自分の言葉を大事にしてほしいと繰り返し伝え

ています。企業研修では、よく「ビジネス用語

やカタカナ語に逃げないでください」とお願い

します。その点、保育士や看護師の方は非常に

上手ですね。彼らは日頃から、ごまかしのきか

ない子どもや患者さんに対し、本当に自分が思

っていることをわかりやすく言葉にして届けよ

うとしているからでしょう。どこかの歌詞や小

説にありそうな、それらしい言葉を寄せ集める

のではなく、それぞれの「私」からしか出ない、

等身大の言葉を紡ぐこと。私自身も自戒を込め

て、常にそのことを意識しています。

現象学の創始者フッサールが提唱した「本質観取」（ものごとの
本質を探る営み）を複数人で実践する場が哲学対話だ
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住宅取得、医療費、学費、

老後資金といった人生

の安全網に直結する倍

の年収も魅力的だ。特

に生活費の高い都市圏

では、柔軟性よりもま

ず収入を優先せざるを得ない人も多い。この二

択は、価値観の対立というより、家族構成、健

康状態、移民ステータス、職種といった前提条

件の違いを浮かび上がらせる。

　近年、企業側は生産性や企業文化を理由に

RTO（出社回帰）を進めているが、労働者側は

リモートやハイブリッドを「交渉可能な条件」

として捉え始めている。低い賃金でも柔軟な働

き方を選ぶ人が一定数存在することは、働き方

そのものが報酬の一部として価格づけられてい

ることを意味する。

　この議論がアメリカでここまで燃える背景に

は、「人生における仕事の意味」「通勤や仕事の

ストレスは対価に見合うのか」という問いが、

いまだ整理されていない現実がある。リモート

にもフル出社にも長短があるが、ある程度の

「自由」は特定の人々にとってはキャリアを成

立させるための前提条件である。その「自由」

が貴重になってきた今、働き方をめぐる議論の

出発点が再定義されつつある。

収12万ドル（約

1850万円）でフ

ルリモート」か、「年収

24万ドル（約3700万円）

で週5出社」か。年末

年始、アメリカのSNS

を中心にこの二択が踏み絵のように拡散した。

発端はTikTok上の投稿で、Xなどにも飛び火

し、コメント欄は単なる年収比較を超え、働き

方や人生設計をめぐる価値観の応酬の場となっ

た。Business Insiderが実施した読者投票結果

では、わずかに「12万ドルのフルリモート」が

半数を上回ったという。この拮抗は、アメリカ

社会がいまだ「どの働き方が合理的か」という

合意に到達していない現実を示している。賃金

はわかりやすい価値指標だが、通勤に費やす時

間、勤務地に影響される居住コスト、心身への

負荷といった要素は、給与明細には表れない。

議論の核心にあるのは、経済学でいう「仕事の

アメニティ」、すなわち非金銭的な便益である。

リモートワークがもたらすのは、居住地の選択

肢の拡がり、育児や介護と仕事の組み合わせ、

体調や障がいに合わせた勤務など、生活全体を

再設計できる余地である。一方、出社には、対

面での協働や偶発的な学習、昇進や評価につな

がりやすい可視性といった利点がある。また、

給与半額でもリモート勤務がいい？
柔軟な働き方が報酬より重視される時代

「年

ジャーナリスト、研究者。テ
クノロジーとカルチャーを軸
に執筆・研究を行う。1997
年生まれ。カリフォルニア州
出身、在住。著書に『世界
と私のA to Z 』『＃ Z世代的
価値観』。

Takeda Daniel 
竹田ダニエル氏

Reporter

Photo= ⓒ Doable/orion/amanaimages

自身の状況に応じた柔軟な働き方を選ぶ個人の意思と、
オフィスでの勤務に高い価値を見出す企業の意思が秤
にかけられている。
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　コペンハーゲン・キャ

パシティが、企業団体な

ど と 連 携 し て 進 め る

「BELONG」という取り

組みでは、国際人材がデ

ンマークの組織文化に溶け込めずに離職するリ

スクを減らすため、採用した人材の帰属意識を

測れる指標の開発などを展開している。また、

職場文化のガイド役として、社内で気軽に相談

できる“バディ”をつけることも推奨している。

バディ役は、デンマーク人だけでなく、外国出

身の同僚も担当すると、似た経験を共有できて

有効だそうだ。

　職場の多様性は、異なる視点をもたらし、企業

のイノベーションを促すといわれる。同質性の

高い組織では、どうしても似たようなアイデアが

集まりがちだからだ。ただ、BELONGに参加

する企業の動機は、そんな積極的理由だけでは

なく、「そうするほかない」ことも大きいと、コ

ペンハーゲン・キャパシティのマリアンネ・ダン

リング氏は言う。「デンマーク人だけで企業が運

営できるなら、確かに楽かもしれない。でもそん

な選択肢は残っていないのが現実なのです」

　企業が生き残っていくためには、多様性への

取り組みが不可欠な時代になってきたのかもし

れない。

ンマークに住ん

で 10 年 に な る

が、大きな変化の1つは、

街中で英語を聞く機会が

格段に増えたことかもし

れない。コペンハーゲンのカフェやレストラン

では、英語しか話せない店員が増えたこともあ

り、高齢のデンマーク人たちが、やれやれといっ

た感じで英語で会話をしている。

　移民政策の厳しさで知られるデンマークだが、

それでも外国人労働者の数は、この10年でほぼ

倍増した。デンマーク経済にとって、海外から

の人材が不可欠な存在になっているためだ。失

業率は3%と極めて低い水準にあり、デンマー

ク人だけでは求人を埋められなくなっている。

国際人材の受け入れを支援する公的機関「コペ

ンハーゲン・キャパシティ」によると、2025年

には求人の23%で適切な人材が見つからず、採

用に至らなかったという。

　そのような背景もあり、デンマーク企業は今、

せっかく採用した国際人材に、できるだけ長く

組織に定着してもらえるよう力を入れている。

多様性を受け入れる職場づくりのため、DEI（多

様性、公平性、包摂性）に加えて注目されるよ

うになっているのが、帰属意識（Belonging）を

育む取り組みだ。

労働力不足を補う国際人材採用
社会・企業が連携する帰属支援が不可欠に

デ

Photo=井上陽子

「BELONG」プログラムを担当するダンリング氏。人材
確保が難しさを増すなか、既に採用した国際人材に長
く定着してもらうことの重要性を強調する。

北欧デンマーク在住のジャー
ナリスト、コミュニケーショ
ン・アドバイザー。筑波大学
卒、ハーバード大学ケネディ
行政大学院修了。読売新聞
でワシントン支局特派員など。
現在、デンマーク人の夫と長
女、長男の4人暮らし。

Inoue Yoko
井上陽子氏

Reporter
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剰）などに分解したものが上

図だ。消費者物価指数と

GDPデフレーターは概ね連

動する。ただ、2022年春か

ら本格化した円安のように

輸入物価が上昇すると、消

費財・サービスの値段を敏感

に捕捉する前者に対し、後

者は国内企業による価格転

嫁を経ないと上昇しないという特徴がある。

　コロナ禍発生直後は、経済活動の停滞に伴い

労働者を雇い続けるコストが高まって、単位労

働コストが上昇した（上図参照）。2022年には

輸入物価が高まり、2023年には企業の価格転

嫁が浸透する。労働者の賃上げは2024年になっ

て浸透してきたが、2025年になると勢いが衰え

てきたことがうかがえる。これは、前述した実

質賃金の動向ともおよそ一致する。

　対照的に、オーストラリアやユーロ圏では

2023年から国内物価上昇の牽引役は単位労働コ

ストにほぼシフトし（＊2）、アメリカでは単位労働

コストと単位営業余剰の寄与度が同時期から拮

抗している。いずれの国も2023年から実質賃

金は安定的に上昇している。日本における「賃

金と物価の好循環」は、まだ光明が差したばか

りだ。大企業・中小企業、都市部・地方の差を

いかに埋めるかが今後の焦点だ。

質的な賃金・物価の

上昇が見られなかっ

た日本で、2022年以降イン

フレが 常 態 化している。

2023年の春闘では定期昇給

を含めた賃上げが3.58％に

達し、以降高水準の賃上げ

が盛んになった。最低賃金

もコロナ禍の2020年度にこ

そ据え置かれたものの、2021年度からは毎年3％

超の引き上げが続いている。2020年代中に全国

平均1500円という政府目標も掲げられた。

　一方、連年の賃上げと最低賃金の引き上げで、

中小企業を中心に原資確保が困難になっている

旨の報道は多い。原材料価格の高騰に加え、賃

上げによるコストプッシュ型インフレへの警鐘

を鳴らす経済学者もいる。ただ結論から述べる

と、日本では賃上げがインフレを加速させるよ

うな状況にはなっていない。過去5年間で実質

賃金の変動が安定的にプラスになった期間は、

2024年後半、2025年12月、2026年1月と1年

にも満たないからだ（＊1）。

　賃金と物価の関係をさらに詳しく見てみよう。

GDPデフレーターという国内で発生した付加価

値に対する物価指数をもとに、物価変動の要因

を労働者への支払い（単位労働コスト、2025年

は速報値ベース）、企業の営業利益（単位営業余

実

高水準の賃上げはインフレのもとか
あるいは賃金と物価の好循環の実現か

Araki Satoshi
荒木 恵氏

Reporter

経済協力開発機構（OECD）にて
労働政策・公衆衛生政策を担当
するエコノミスト。パリ在住。一
橋大学法学部卒業、ジュネーブ
国際開発研究大学院（IHEID）国
際経済学修士号取得。外資系投
資銀行などを経て現職。

物価変動の要因分解
（季節調整値ベース、前年同月比）

単位労働コスト（雇主の社会負担含む）
単位営業余剰（混合所得・固定資本減耗含む）

＊純間接税・統計上の不突合含む
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出所：内閣府「国民経済計算」、総務省「消費者物価指数」

（＊1）季節調整値ベース。また、日本では持ち家の価値を借家の家賃に換算した「持ち家の帰属家賃」を除いた
物価指数で実質賃金を算出するが、本稿では国際比較の観点から消費者物価指数（総合）を参照する。

（＊2）Georgieff, A. & Martin, S. (2025). Bouncing back, but on shaky ground: Wages continue to 
        recover in uncertain labour markets. OECD Employment Outlook 2025.

＊掲載内容は個人の見解によるものです。
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Ishihara Naoko
石原直子氏

Reporter

G l o b a l
V i e w

F r o m  
W o r k  T e c h  W o r l d

いるとしたのかは明らかで

はないが、大事なのは、社

会がどう変わるのかという

点だ。

　あらゆる病気の解明と治

療の革新、機械による身体機能の強化により、不

老不死が実現する。脳がクラウドと直結され、

人間自体の賢さの次元も変わる。AIが自己改善

サイクルを高速で回し、超知能を自ら誕生させ

る……。カーツワイル氏はこのような変化が起こ

るとしている。マスク氏は、あらゆる問題を人間

より賢い機械に解決させればよりよい社会が生

まれると、かねてより楽観的な予測をしつつも、

「移行期の混乱は深刻だ」とも指摘している。

　今がシンギュラリティの入口だとすると、我々

はまさに「移行期」を生きることになる。「どんな

仕事に就けばAIに仕事を奪われないか」という

問いはもはや意味をなさない可能性もある。賢さ

を競う必要がなくなり、とんでもなく長い寿命を

得たとき、私たちが向きあうべき問いは、「どの

ように生きるのか」であり「どのようにありたい

のか」なのかもしれない。マスク氏は、AIを人間

の敵にさせないためには真実と好奇心と美しさ

が重要だともいう。人間が真実を語り、美しくあ

ればAIがそれを学ぶというのだ。果たして我々

は、そのようなあり方を実現できるだろうか。

026 年1 月、アメリカ

の起業家イーロン・

マスク氏がSNS「X」に続け

ざまにこんな投稿をして、

テック業界を賑わせた。“We 

have entered the Singularity（我々はもうシ

ンギュラリティに突入した）” “2026 is the 

year of the Singularity（2026年はシンギュラ

リティの年だ）”。

　シンギュラリティは「技術的特異点」と訳され

る言葉で、AIが人間の知能レベルを超え、社会

が不可逆的に大きく変化する時点のことを意味

する。アメリカの科学者で未来研究家のレイ・

カーツワイル氏が2005年の著書で広めた言葉

で、多くの専門家が2045年頃を予測してきた。

ここ数年は、シンギュラリティにかかわる言論

は少なくなっていたと筆者は見るが、それは、AI

のあまりに速い進化を受けて、そう易々とシン

ギュラリティを論じられない空気が生まれてい

たからだ。代わりに、「AGI（Artifi cial General 

Intelligence、汎用人工知能）」はいつ誕生するの

か、という議論が盛んになった。AGIは人間の知

能のように「汎用性」を持つ人工知能のことで、そ

の誕生は2027年とも2028年ともいわれてきた。

　そんななかでのマスク氏の発言である。マス

ク氏が何をもってシンギュラリティが始まって

2

イーロン・マスクの「シンギュラリティ」発言は
人間のあり方を改めて考える契機

Photo= 時事

エクサウィザーズはたらくAI
＆DX研究所所長。銀行、コ
ンサルティング会社、リク
ルートワークス研究所を経て
現職。AI×人事、働き方、組
織などの研究と情報発信を
中心に活動中。

レイ・カーツワイル氏は2024年の著書『シン
ギュラリティはより近く』（NHK出版）で、これ
から訪れるAIによる社会革命に言及している。
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 『フロントライン』にはさまざまなエキスパー

トが登場します（本記事の主テーマである“真

のプロフェッショナル”と区別するため、ここで

はあえて“エキスパート”と表 現します ）。

DMATのメンバー、厚生労働省の官僚、検疫官、

船の乗務員、報道番組のディレクターなどです。

　上記の面々は、みな自らの職務を忠実に遂行

しようとしている点では共通しています。そのた

めに必要な能力も備えている。そして、それぞれ

が職務を忠実に遂行しようとするからこそ、数々

の衝突が起こります。エキスパートごとに最優先

する事項や土台にある価値観が違うからです。

　そんなこの作品を通して、私は「真のプロ

フェッショナルとは何か」を改めて考えさせら

れました。このテーマに関して、私は大学院のゼ

ミでの議論を経て以下のように定義しています。

① 高度な教育訓練を受け、高度な専門知識・技

術を有する。② 常に職務遂行能力の向上のため

に学び続ける。③ 特定の専門家コミュニティに

属し、厳格な職業倫理に従い職務を遂行する。④

自律的な自己管理を行い主体的に意思決定する。

⑤自利利他の精神を有する。⑥最先端の課題に

挑戦し続ける。⑦職務に対する高い誇りと職業

的使命感を有し、金銭的な報酬よりも仕事の内

容やそのパフォーマンスに強い関心を寄せる。⑧

自らの高度に洗練されたwell-beingを追求する。

　私はこのすべてを満たす人こそが真のプロ

フェッショナルだと考えています。

　一般的には、①②③あたりを満たしていれば

プロフェッショナルと呼ばれることが多いで

しょう。しかし、それでは不十分です。なぜか。先

ほど述べたように、問題解決にあたって、④⑤な

どが不十分だと③による衝突が起きるからです。

人 事 は 映 画 が
教 え て く れ る

フィクションのなかに潜むHRMの本質に学ぶ

2020年2月、横浜港に入港した豪華客船
ダイヤモンド・プリンセス号で
新型コロナウイルスへの集団感染が発生した。
この緊急事態に横浜市から最前線での対応を
依頼されたのは災害派遣医療チームDMAT。
感染症の専門家集団ではないDMATは
この未知のウイルスにどのように挑んだのか。
事実に基づく映画『フロントライン』は
その姿を克明に描く。そこで浮かび上がってきたのは
“プロフェッショナル”の本質だった──。

野田 稔氏

Navigator

明治大学大学院
グローバル・ビジネス研究科 教授

搬送先の病院にて。弟が陽性、兄が陰性の外国人の幼い兄弟は隔離が原則だっ
たが、「死んでもいいから弟と一緒にいたい」という兄の言葉を聞いた立松は、
同じ病棟で過ごすことを許可する。その後、立松は、④の主体的判断から逃げて、
少年に結論を委ねた自分を責めた。

今 回 の 作 品

©2025「フロントライン」製作委員会

2025年6月公開
監督：関根光才
キャスト：小栗 旬、松坂桃李、
　　　　　窪塚洋介、池松壮亮、
　　　　　森 七菜、桜井ユキ、光石 研 ほか
発売・販売元: エイベックス・ピクチャーズ
価格：Blu-ray 7480円（税込）
　　　DVD 7480円（税込み）
※デジタル配信中

『フロントライン』
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　作品の序盤で象徴的なシーンがあります。乗

客・乗員の早期下船が課題となっている状況で、

厚生労働省の立松（松坂桃李）は、病院の受け入

れの手続きに時間を要する旨をDMAT指揮官

の結城（小栗旬）に告げます。官僚が法律を破る

わけにはいかないからです。これに結城は「あ

んた本気で言ってんのか？（中略）ルールを破れ

ないなら変えちゃうことはできないのか」と反

論します。翌日、立松は結城の提案を一部採用

することにし、さらに手続きが済んだと病院に

嘘をつき、受け入れ体制整備を進めました。そ

う、立松はこのとき、官僚としての職業倫理を

乗り越え、プロフェッショナルとして④の主体

的な意思決定をしたのです。「僕だって人の役に

立ちたくて役人になったんですよ、これでも」

という立松のセリフは、本作の1つの白眉です。

　①③に固執するエキスパートは、いわゆる

「専門バカ」に陥りがちです。象徴的なのは2時

間だけ乗船して現場の問題点を告発した感染症

の専門医六
ろ く

合
ご う

医師（吹越満）です。彼の告発は

感染症の専門家として一面では正しかったのか

もしれませんが、問題解決には貢献できず、現

場の足を引っ張るだけでした。

 「人命を救う」という、より高次の価値を見極め、

そのために行動し続けた結城、仙道（窪塚洋介）

などのDMATメンバーは真のプロフェッショ

ナルでした。しかし、彼らとて最初からすべての

条件を満たしていたわけではありません。彼ら

には、東日本大震災の災害対応に参加した際、放

射能汚染の危険回避を最優先する方針の下、高

齢者施設の入所者に長時間のバス移動を強いて、

そのために数名の命を落としてしまった苦い経

験があります。彼らも、未知の課題への挑戦を繰

り返し、痛い目に遭いながら、多くの葛藤を経て

真のプロフェッショナルになっていったのです。

　この映画で1つだけ残念だったのは、ステレ

オタイプな悪役となっているテレビの報道番組

プロデューサーの描かれ方です。テレビの制作

現場にいた経験がある私に言わせれば、多くの

報道関係者にも、業界内・会社内の価値観と、

より本来的な使命感との間の葛藤があったはず

なのですから。

MOVIE

自身のwell-beingを追
求 す る こ と も プ ロ
フェッショナルの条件。
DMATのメンバーは使
命感をもって危険な現
場で働きながら、自ら
の命や自宅で待つ家族
の安全を守ることも常
に意識していた。

Text=伊藤敬太郎　Illustration=信濃八太郎　Photo=平山 諭

Noda Minoru リクルートワークス研
究所特任研究顧問。専門分野は組
織論、経営戦略論、ミーティングマネ
ジメント。

『フロントライン』に学ぶ
“真のプロフェッショナル”に必要な条件
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　ストーリーは、GHQが日本に民主主義を根

付かせるための実験として半年間行った、とい

う設定の「民主主義のレッスン」を軸に進む。

物語が成立するか不安だったが、先生役を日系

2世にするアイデアが浮かんだとき「これはい

ける」と確信した。有色人種への差別や戦争中

の日系人強制収容を自ら体験し、自由と平等を

掲げるアメリカンデモクラシーが矛盾に満ちて

いることを知るリュウ・サクラギだ。

民主主義から最も遠かった女性 
変化への戸惑いも書きたかった

　生徒は、元華族の才女、静岡の農家の娘、横

浜の洋裁屋の娘、街娼をしていた過去を持つ青

森の娘。すべて女性に設定したのは、当時、民

主主義から最も遠い存在だったからだという。

 「家父長制のもと、戦時下で男性以上に抑圧され

ていた。急に『国民は皆平等。誰もが自分の意

見を言っていい』と言われたときに、女性たち

が感じたであろう戸惑いも書きたかったんです」

　児童文学のみならず、ノンフィクションや大

人向けの小説でも多くの読者を魅了してきた森

絵都さん。その森さんが準備に2年、執筆に3

年を費やし「民主主義」という骨太なテーマを

極上のエンターテインメントに仕上げた。舞台

はGHQ（連合国軍総司令部）占領下の日本だ。

 「この時代に興味を持ったのは、コロナ禍の最

中。この先ハイパーインフレがくるのではと危

機感を持ったのがきっかけでした。終戦後のハ

イパーインフレについて調べようと本を数冊読

んだところ、インフレに関しては今と条件が違い

すぎて参考にならないとわかったのですが、そ

れ以外の部分が思いのほか面白かったんです」

　文献の渉猟を始め、「日本人と民主主義の出

合いをテーマにドラマが作れたら面白そう、と

思えたのが100冊くらい読んだとき」。得た情報

は都度細かく記録した。その作業は、単行本出

版に向け月刊誌の連載に加筆修正する段階まで

続き、最終的に参考文献は450冊にのぼった。

 「私自身が戦争を知らないので、物語やエピソー

ドを発想するのに土台が必要でした。土台が広

くしっかりとしていればいるほど、高く大きな

家が建つだろうと」

著
者
と
読
み
直
す

著者6年ぶりの長編。戦後、日本の民主化が進まないことに
業を煮やしたGHQ（連合国軍総司令部）は、「民主主義のレッ
スン」を始める。集められたのは、出自も境遇も異なる4人
の女性。日系2世の教師リュウは個性的な生徒に翻弄されつ
つ試行錯誤する。果たして4人は古い価値観から解き放たれ
た「新しい婦人」として再出発できるのか？　あっと驚くラス
トに向け、物語は疾走する。人材育成の視点で読んでも面白
い。（KADOKAWA刊）

Text=石臥薫子　Photo= 今村拓馬

本 日 の 1 冊

森 絵都

デモクラシーの
いろは

最後のページを閉じたとき、
「面白かった」「ためになった」だけで
終わらない本がある。
そんな “後を引く” 本を、
著者と一緒に読み直す。
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説のなかに自然と漏れ出したのだと思います」

社会はそう簡単に変わらない 
それでも望む道を進むには

　いちばん悩んだのは「出口」だった。先駆的

な考え方を身につけたとしても、彼女たちがそ

れを発揮できる場所はあるのか── 。森さんは、

自分の言葉で自分の考える「民主主義」につい

て語ろうとした女性たちが、「おんなの分際で生

意気な」と怒鳴られるシーンを挿入した。

 「綺麗事にはしたくなかった。個人が変わって

も社会は簡単には変わらない。その現実のなか

で、自分たちの望む道を進むためにどうすれば

いいのか。考え続けた結果、生まれたのが、彼

女たちが与えられた役割や物語を書き換え、予

想外の行動に出るという最後の仕掛けです」

　どんな仕掛けかは読んでのお楽しみだが、森

さんが最終章で「これだけは」と思い入れを込

めたセリフがあるという。

 「民主主義の国じゃ、この尊重っていうのが

とっても大切なんよ。自分の言いたいことを言

うだけじゃなくて、相手のいうこともきちんと

聞いてあげること。相手の立場に寄り添ってあ

げること」

　分断が進む「今」という時代にも響く。森さ

んは、スウェーデンのV-Dem研究所の年次報

告書「民主主義リポート2025」の数字を引いて、

こう話す。

 「独裁や権威主義が広がり、民主主義のもとで

暮らす人は人口ベースで世界の28％だそうで

す。日本では民主主義を当たり前のように享受

していますが、全然当たり前ではない。この小説

を書いたからこそ、一度失われるとまた恐ろしい

時代がくるという危機感を強く感じています」

　物語のなかで鍵を握るのが、リュウが発した

「民主主義の基本は、与えられた物語をそのまま

受け入れるのではなく、自分自身で考えた物語

を生きること」というセリフだ。そう言わしめ

たのは、戦争中は「八紘一宇」というプロパガ

ンダに踊らされ、戦いに敗れた途端、アメリカ

由来の「民主主義」を崇める日本人への違和感。

「レッスン初日の場面を書いていたときにポロッ

と出てきて、その瞬間、物語の裏テーマになる

という手応えがあった」。そして、この言葉に導

かれるように物語を紡いでいった。

 「大事なのは自分が人生の軸にあること。今だっ

て、人から何かを押し付けられることは多々あ

りますよね。でも単に嫌だと思いながら従うの

ではなく、自分のためになることや楽しみを見

つけていけば自分の物語になる。人生のすべて

において自分の目的を作っておくことが大切だ

という私が若い頃から持っていた考え方が、小

Book stories

Mori Eto　作家。1991年『リズム』で講談社児童
文学新人賞を受賞しデビュー。95年『宇宙のみな
しご』で野間児童文芸新人賞、99年『カラフル』で
産経児童出版文化賞、2003年『DIVE』で小学館児
童出版文化賞、06年『風に舞いあがるビニール
シート』で直木賞、17年『みかづき』で中央公論文
芸賞を受賞。ほかに『カザアナ』『できない相談』

『生まれかわりのポオ』『獣の夜』など著書多数。

民
主
主
義
と
は
、与
え
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れ
た
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語
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編 集 後 記

前職でのドイツ駐在時の話。ドイツでは誕
生日の人が自らケーキを用意し誕生日会を
職場で開くという不思議かつ合理的（各自、
年１回やれば済む）な風習があります。私
の 50 歳の誕生日会の時、集まってきた 50 
歳超のドイツ人たちに「Welcome to our 
exclusive club! 　待ってたよ！」と嬉しそ
うに祝われました。ドイツでも 50 歳は人
生の節目なんだなと思ったこと、そして、
年齢という不可抗力ではあるものの、でき
ればインクルージョンされたくなかったな
と思ったことを思い出しました。�（佐々木）

「インクルージョンって言葉をみんな使う
よね？」。2014年、アメリカ出張でWorks
誌元編集長の石原直子さん（57PのFrom 
Work Tech World連載中です）がそう言い
ました。それは、128号の「米国の“今”に
学ぶ『インクルージョン』の本質」という
特集として結実しました。時を経て日本に
すっかり定着したと思っていましたが、そ
の概念の重要性は世界情勢のなかで揺らい
でいます。自分らしさを発揮しながら誰も
がメンバーとして尊重されるという、イン
クルージョンの本質が大切にされ続けるこ
とを願ってやみません。� （入倉）

リクルートワークス研究所の筒井健太郎さ
んへの取材の折、高市早苗首相の「働いて
働いて働いて働いて働いてまいります」と
いう発言を巡り、「ずっと仕事仕事仕事
……」という「仕事最優先」の姿勢は、性
別を問わずマッチョイズムが体現されてい
る一例なのだと聞きました。「マッチョイ
ズム」というと、男性に限った話かと捉え
てしまいがちですが、実は、競争社会のな
かで頑張ってきた女性たちを含め、すべて
の人にかかわる話でもあると、目を開かさ
れた瞬間でした。� （川口）

No.195   Apr-May 2026

F R O M   E D I T O R S

発行は、2026年6月10日（水）です。

次号No.196のテーマは

Next

人事のダイエット（仮題）

「人事」は、少し太り気味ではないでしょうか。

制度は増え、プロセスは複雑になり、多くの「お作法」に囲まれています。

公平性や丁寧さを担保するために生まれた仕組みが、

組織のスピードや柔軟性を損ねている可能性すらあるでしょう。

こうした可視的・不可視的な「無駄（脂肪）」を、

人事やビジネスパーソンへの定量調査、

専門家へのインタビューを通じてあぶり出し、

これからの時代に求められる適切に筋肉質な人事の姿を探っていきます。
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B A C K  N U M B E R S

お問い合わせ先
株式会社インディードリクルートパートナーズ

リクルートワークス研究所
web ／https://www.works-i.com

e-mail／works@r.recruit.co.jp

STAFF
発行人／堀川拓郎

編集長／佐々木貴子

編集／入倉由理子、石臥薫子、伊藤敬太郎、瀬戸友子、森 亜紀

執筆／荒木 恵、有馬知子、石原直子、井上陽子、荻野進介、

　　　川口敦子、竹田ダニエル、浜田敬子

デザイン／フロッグキングスタジオ

フォト／伊藤 圭、今村拓馬、刑部友康、平山 諭

イラスト／信濃八太郎

校正／ディクション

印刷／北斗社

定期購読は３回、６回をご指定いただけます（隔月偶数月10日発行）。
バックナンバーも含め、1冊のみのご購読も可能です。
[お申込み方法]
ネット書店「富士山マガジンサービス」からのお申し込みとなります。
インターネット

https://fujisan.co.jp/pc/works
電話

0120-223-223（通話料無料 年中無休）

9時～ 21時：オペレーターによる受付対応
※ご利用に際して、富士山マガジンサービスの利用規約に準じます。

購読料1冊700円（消費税込み・送料無料）
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No.187 2024. 12-2025.01

組織と不正
その構造的要因を読み解く

No.188 2025. 02-03

インドの人材力
No.189 2025. 04-05

長寿就労社会
定年“消滅”時代、
あなたはどう働きますか？

No.190 2025. 06-07

本気の女性リーダー育成

No.191 2025. 08-09

「失われた30年」を検証する
社会×働く 何が変わり
何が変わらなかったのか

No.192 2025. 10-11

次の10年　
雇用の未来を描く

No.194 2026. 02-03

適材適所の葛 藤
No.193 2025. 12-2026.01

採用のジレンマ
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西田政之（YKK AP 専務執行役員 CHRO）
日髙達生（楽天グループ グループ人事統括部 ジェネラルマネージャー）
平松浩樹（富士通 取締役執行役員専務 CHRO）
三木祐史（旭化成 人事部人財・組織開発室 室長）
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